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(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第59期及び第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

５．第59期及び第61期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （百万円）  51,011  35,927  40,439  39,821  45,598

経常利益 （百万円）  6,734  2,942  1,833  1,046  4,615

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（百万円）  3,782  △2,033  584  △484  2,195

純資産額 （百万円）  70,015  65,509  64,087  61,790  63,272

総資産額 （百万円）  84,314  76,478  78,198  79,889  85,586

１株当たり純資産額 （円）  2,300.19  2,150.22  2,101.96  2,026.11  2,073.30

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△） 

（円）  120.61  △66.83  19.22  △15.92  72.18

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

（円）  120.59  －  －  －  72.04

自己資本比率 （％）  83.04  85.53  81.76  77.14  73.74

自己資本利益率 （％）  5.41  △3.0  0.9  △0.8  3.5

株価収益率 （倍）  22.72  －  70.62  －  25.34

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円）  5,068  △1,353  5,765  3,901  6,097

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円）  △6,056  △1,997  △1,289  984  △7,510

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（百万円）  △4,588  △1,525  △1,435  △1,210  △925

現金及び現金同等物

の期末残高 
（百万円）  15,247  10,426  13,403  17,227  14,847

従業員数 （名）  1,288  1,246  1,438  1,487  1,697

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145

- 1 -



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第62期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当５円を含んでおります。  

３．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

４．第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

５．第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

６．第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

７．第59期及び第61期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （百万円）  50,641  35,195  33,775  31,866  37,817

経常利益 （百万円）  7,250  3,263  2,209  1,192  4,506

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（百万円）  4,183  △1,654  921  △757  2,081

資本金 （百万円）  6,591  6,591  6,591  6,591  6,591

発行済株式総数 （株）  31,682,526  31,682,526  31,682,526  31,682,526  31,682,526

純資産額 （百万円）  69,942  65,685  64,708  62,253  63,721

総資産額 （百万円）  83,850  74,348  74,190  71,249  75,144

１株当たり純資産額 （円）  2,297.77  2,159.29  2,127.32  2,046.69  2,092.02

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中

間配当額） 

（円） 
 

 

50

(25)

 

 

50

(25)

 

 

30

(15)

 

 

30

(15)

 

 

35

(15)

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△） 

（円）  133.52  △54.39  30.29  △24.92  68.43

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

（円）  133.50  －  －  －  68.29

自己資本比率 （％）  83.41  88.35  87.22  87.37  84.75

自己資本利益率 （％）  5.99  △2.44  1.41  △1.19  3.31

株価収益率 （倍）  20.52  －  44.80  －  26.73

配当性向 （％）  37.45  －  99.05  －  51.15

従業員数 （名）  936  788  796  785  834
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昭和25年５月 資本金200千円をもって木村寝台工業株式会社を設立。 

昭和28年５月 江戸川工場を建設。 

昭和41年３月 九州営業所を設置。（現福岡支店） 

昭和41年５月 千葉工場を建設。 

昭和45年２月 松尾工場を建設、江戸川工場の業務を吸収。 

昭和46年２月 大阪支店を設置。 

昭和52年９月 広島営業所を設置。（現広島支店） 

昭和52年９月 名古屋営業所を設置。（現名古屋支店） 

昭和61年７月 パラマウント株式会社、株式会社ラムーン、株式会社パラマウント仙台（現仙台支店）、パラマウ

ント札幌株式会社（現札幌支店）を吸収合併。 

昭和61年８月 木村産業株式会社の全株式を譲受け、子会社とする。 

昭和62年３月 パラマウントベッド株式会社に商号変更。 

昭和62年11月 木村産業株式会社大平工場を借受け、当社大平工場とする。 

昭和62年12月 当社株式を東京店頭市場に登録。 

平成４年４月 木村産業株式会社を吸収合併。 

平成４年５月 横浜支店を設置。 

平成５年12月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成６年６月 中央分室を開設。（本郷分室を移転） 

平成７年９月 ＰＴ.パラマウントベッドインドネシアを設立。（現・連結子会社） 

平成８年５月 高松支店を設置。（現・高松サテライト） 

平成８年９月 当社株式を東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成９年10月 カスタマーサービスセンターを設置。 

平成12年10月 さいたま支店を設置。 

平成13年10月 名古屋支店を移転新築。 

平成14年１月 上海事務所を設置。 

平成14年７月 パラテクノ株式会社を設立。（現・連結子会社） 

平成15年５月 “上質な眠りと健康”を提案するブランド「ＩＮＴＩＭＥ」（インタイム）設立。 

平成16年３月 八楽夢床業（中国）有限公司を設立。（現・連結子会社） 

平成18年３月 本社テクニカルセンターを建設。 

平成18年12月 コルボン・ホールディング社（現・コロナ・メディカル社）の株式取得。（現・連結子会社） 

平成19年10月 サンネットワーク株式会社の株式取得。（現・連結子会社） 

平成21年11月 “睡眠改善”をサポートするブランド「smart sleep」（スマートスリープ）設立。  

  

２【沿革】
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 当社グループは、当社及び子会社７社（パラテクノ株式会社、サンネットワーク株式会社、ＰＴ．パラマウント

ベッドインドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、コロナ・メディカル社他２社）及び関連会社２社で構成さ

れ、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を主たる業務としております。  

  当社グループの事業内容及び当社と子会社・関連会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  当社は、医療福祉用ベッド、マットレス、病室用家具、医療用器具備品等の製造及び販売を行っております。パ

ラテクノ株式会社は、ベッド・マットレスの消毒、点検・修理、メンテナンスリース等のサービスの提供を行って

おります。サンネットワーク株式会社他２社は福祉用具のレンタル卸等を行っております。ＰＴ．パラマウントベ

ッドインドネシアと八楽夢床業（中国）有限公司は、主に当社から部材の一部を調達し、医療福祉用ベッド等の製

造及び販売を行っております。コロナ・メディカル社他２社は、主に八楽夢床業（中国）有限公司から部材の一部

を調達し、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を行っております。 

  事業の系統図は次のとおりであります。 

３【事業の内容】
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（連結子会社） 

 （注）１．上記の会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。 

    ２．特定子会社に該当しております。  

    ３．サンネットワーク株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に 

      占める割合が10％を超えております。 

      主要な損益情報等 （1）売上高    百万円 

               （2）経常利益    百万円 

               （3）当期純利益   百万円 

               （4）純資産額    百万円 

               （5）総資産額   百万円  

（その他の関係会社） 

 （注） 上記の会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。 

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％) 

関係内容

パラテクノ株式会社 
千葉県 

船橋市 

 

（百万円）

80
医療福祉用ベッド等

のメンテナンスサー

ビス 

 100.00

当社製品のメンテナンスサ

ービス等をしており、当社

役員１名及び当社従業員３

名がその役員を兼務してお

ります。 

サンネットワーク 

株式会社 

静岡県 

静岡市  

駿河区 

 

（百万円）

491
福祉用具レンタル卸  100.00

当社製品のレンタルをして

おり、当社従業員３名がそ

の役員を兼務しておりま

す。 

ＰＴ.パラマウント

ベッドインドネシア 

インドネシア 

ブカシ県 

 

（千ルピア）

9,036,000 医療福祉用ベッド等

の製造販売 
 100.00

当社製品の一部を製造販売

しており、当社役員３名及

び当社従業員２名がその役

員を兼務しております。 

八楽夢床業（中国）

有限公司 

（注）２  

中国 

江蘇省 

無錫市 

 

（千米ドル）

8,000 医療福祉用ベッド等

の製造販売 
 85.00

当社製品の一部を製造販売

しており、当社役員３名及

び当社従業員１名がその役

員を兼務しております。 

コロナ・メディカル社 

フランス 

ロッシュコ

ルボン 

 

（千ユーロ）

675 医療福祉用ベッド等

の製造販売 
 90.99

医療福祉用ベッド等の製造

販売をしており、当社役員

２名及び当社従業員１名が

その役員を兼務しておりま

す。 

その他２社              

4,958

140

132

538

8,644

名称 住所
資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の被所有
割合(％) 

関係内容 

木村興産株式会社 
東京都 

江東区 
 431

損害保険 

代理業 
 21.70

当社社員の損害保険代理業をし

ており、当社役員３名がその役

員を兼務しております。 
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(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

１．名称 

パラマウントベッド労働組合 

２．結成年月日 

昭和62年９月11日 

３．組合員数 

226名 

４．労使関係 

 労使関係は、円満に推移し特記すべき事項はありません。 

５【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 

 提出会社 
パラマウン
トベッド 
株式会社 

国内子会社 
パラテクノ 
株式会社 

国内子会社
サンネット
ワーク株式
会社 

海外子会社
ＰＴ．パラ
マウントベ
ッドインド
ネシア 

海外子会社
八楽夢床業
（中国） 
有限公司 

海外子会社 
コロナ・メ
ディカル社
他２社 

合計

従業員数

（名） 
 834  217  245  189  102   110  1,697

  平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 834  36.5  13.5  6,229,902

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145

- 6 -



(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や政府の緊急経済対策などにより深刻な世界的金融危機か

らは回復基調にありますが、失業率が高水準にあるなど、依然として自律性は弱く、先行き不透明な状態が続いてお

ります。  

 当医療業界におきましては、これまでの社会保障費削減方針が事実上撤回され、平成22年度からの診療報酬は10年

ぶりにプラス改定となりました。医療崩壊の象徴となっている救急や小児、産科医療などに財源を手厚くするほか、

入院医療の報酬も引き上げられています。 

 一方、高齢者福祉分野におきましては、介護従事者の人材確保・処遇改善などを図るため、平成21年４月実施の介

護報酬改定により、介護報酬が介護保険スタート後初めて引き上げられました。また、平成21年３月に在宅用電動介

護用ベッドのJISマーク表示制度がスタートし、同年４月以降、ベッドメーカー各社がJIS認証を取得し、JISマーク

貼付製品を販売したことから、需要が喚起されました。 

 このような国内の事業環境の中で、施設向け販売は、医療施設・高齢者施設とも第２四半期までは前年同様厳しい

状況が続きましたが、第３四半期以降前年度実績を上回り、反転基調に入りました。堅調に推移してきた在宅向け販

売は、JISマーク貼付の製品「楽匠Ｓシリーズ」の販売が好調であったため、大幅に売上を伸ばしております。 

 製品の開発・販売面におきましては、上記の在宅用電動介護用ベッド「楽匠Ｓシリーズ」を４月に発売したほか、

就寝中の睡眠と覚醒のリズムを測定する睡眠管理システム「眠りSCAN」、透析・化学療法向けチェア「Ｌ'za（エル

ザ）」などを発売いたしました。 

 新規事業といたしましては、子会社のパラテクノ株式会社が医療用ベッドを丸ごと洗浄する装置「ベッドウォッシ

ャー」の販売事業に本格参入いたしました。 

 海外展開におきましては、国内及び海外工場における世界最適生産化の一環として、中国の子会社八楽夢床業(中

国)有限公司で半製品を製造し、フランスの子会社コロナ・メディカル社で組み立て、販売する生産方式をスタート

させました。 

 当連結会計年度の業績につきましては、まず、ユーザー別売上（単体ベース）を見ますと、減少を続けてきた施設

向けは反転し、前年度に比べ3.2％増加いたしました。一方、堅調に推移してきた在宅向けは、「楽匠Ｓシリーズ」

の販売が好調であったため、同58.5％増加いたしました。 

 次に、連結子会社の業績につきましては、経営の再構築を進めるフランスのコロナ・メディカル社は悪化いたしま

したが、その他の連結子会社はおおむね堅調に推移いたしました。 

 また、当連結会計年度における主要な品目別売上高は、以下のとおりであります。 

  

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前年度比57億76百万円増（14.5％増）の455億98百万円となりました。 

 利益につきましては、「楽匠Ｓシリーズ」の販売好調による売上増及び増産による生産効率の向上、工場再編によ

る売上原価率の改善などにより、営業利益は前年度比29億10百万円増（157.9％増）の47億53百万円となりました。 

 次に、経常利益につきましては、営業外費用が前年度に比べ減少したことから、前年度比35億68百万円増

（340.9％増）の46億15百万円、当期純利益はコロナ・メディカル社のリストラ費用などを特別損失として計上しま

したが、前年度比26億80百万円増の21億95百万円となりました。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高及び営業損益は、セグメント

間の内部取引を含んで記載しております。 

 国内においては、売上高429億36百万円（前年度比16.7％増）、営業利益は52億20百万円（同123.9％増）になりま

した。海外のアジアでは、売上高23億25百万円（同2.6％増）、営業利益は２億97百万円（同10.7％減）、ヨーロッ

パでは、売上高21億８百万円（同17.6％減）、営業損失は３億83百万円（前年度は４億37百万円の損失）となりまし

た。 

 記載金額については、消費税等は含まれておりません。 

 以下事業の状況の各項目についても同様であります。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

  （単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％）

ベッド  22,833  20.7

マットレス  3,089  11.7

病室用家具  3,319  △4.0

医療用器具備品  2,772  9.1

その他  13,583  12.0

合計  45,598  14.5
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(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ23億80百

万円減少し148億47百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は60億97百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益42億55百万

円、減価償却費31億33百万円、たな卸資産の減少額４億67百万円等の増加と、売上債権の増加額６億84百万円、リ

ース債務の支払額10億１百万円、法人税等の支払額10億51百万円等の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は75億10百万円となりました。これは主に、有価証券及び投資有価証券の取得に

よるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は９億25百万円となりました。これは主に、配当金の支払いによるものでありま

す。 

 販売の状況については「１．業績等の概要」に記載しております。 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

  

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。 

２【生産、受注及び販売の状況】

  （単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％）

ベッド  25,119  6.6

マットレス  2,700  1.9

病室用家具  3,486  2.1

医療用器具備品  2,143  △24.0

その他  1,014  33.7

合計  34,464  3.8

  （単位：百万円）

品目別 当連結会計年度 前年度増減（％）

病室用家具他  5,549  6.1

合計  5,549  6.1
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次期の国内経済は、当面雇用情勢に厳しさが残るものの、企業収益の改善が続くなかで景気の持ち直しが期待されて

います。しかし、世界景気の一層の下振れ懸念やデフレなど、景気をさらに下押しするリスクが存在する状況で推移

するものと思われます。  

 医療・介護業界におきましては、平成21年４月の介護報酬改定では介護従事者の人材確保等を目論み、制度開始以

来初のプラス改定となったことに続き、同22年度診療報酬改定では10年ぶりにプラス改定となるなど、業界としては

やや明るい兆しが見えてまいりました。  

 このような事業環境のもとで国内市場におきましては、①在宅介護分野におけるJIS認証取得ベッド「楽匠Ｓシリ

ーズ」のさらなる市場浸透及び流通子会社のサンネットワーク株式会社との連携強化、②施設分野におけるメンテナ

ンスサービス子会社のパラテクノ株式会社との連携による更新需要の喚起、③高機能製品や備品などの拡販によるベ

ッド１台当たりの単価向上、④一般消費者向け睡眠関連事業の拡大などに重点的に取り組み、業績の向上をめざしま

す。  

 海外市場におきましては、海外子会社との連携を強化し世界最適生産体制を構築するとともに、中国や東南アジア

諸国を中心に事業の拡大を図ってまいります。  

 また、国内の生産体制につきましては、平成20年５月に本稼動した千葉工場の一貫生産ラインの効率をさらに追求

し、生産性、ひいてはコスト競争力のアップを図ってまいります。  

  以下において、当社グループの事業展開上、リスクとなると考えられる主な事項を記載いたしました。当社グル

ープはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生を未然に防止し、かつ万が一発生した場合において

も適切に対処する所存であります。 

  なお、以下の記載内容は、当連結会計年度末現在において判断したものであるとともに、当社株式への投資判断

に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点をご留意ください。 

(1) 事業環境における制度変更等リスクついて 

当社グループの製品のほとんどは、公的規制のもとで提供されているものであります。すなわち主力製品である医

療・介護用ベッド（以下ベッド）は、医療保険制度等に基づき運営されている医療施設及び高齢者施設、ならびに介

護保険制度における要介護者のいらっしゃるご家庭で使用に供されるものであります。ベッドは、これらの公的制度

のもとで公定料金（診療報酬・介護報酬）が設定されているものではありませんが、制度変更や定期的な上記公定料

金の改定の影響により、最終顧客である医療施設等の設備投資が減少することも考えられるため、当社グループの事

業、業績及び財政状態は、このような制度変更等により悪影響を受ける可能性があります。 

(2）海外市場での事業拡大に伴うリスクについて 

当社グループは、海外市場での事業拡大を戦略のひとつと位置付けております。しかしながら、国内では通常想定

されないリスク、たとえば輸出・輸入規制の変更、技術・製造インフラの未整備や人材の確保の難しさ等に関わるリ

スクも発生する可能性があると考えております。もしこうしたリスクが発生した場合、当社グループの事業、業績及

び財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

(3) 特定の資材等の調達に伴うリスクについて 

当社グループは、資材等の調達において特殊なものがあるため、少数特定の仕入先からしか入手できないものや、

仕入先や供給品の切替えや代替が困難なものがあります。当社グループは、そのような事態に陥らないよう努めてお

りますが、もし不可欠な資材に供給の遅延・中断があり供給不足が生じタイムリーに調達できなくなった場合、これ

らの要因により、当社グループの事業、業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。 

(4) 製品や部品（製品等）の欠陥によるリスクについて 

当社グループの製品は、品質システムに関する国際規格や各種の自社基準に基づき製造しております。しかしなが

ら、製品等に欠陥が全く発生しないという保証はありません。もし大規模な無償交換（リコール）につながる製品等

の欠陥が生じた場合、多大な費用が必要となり会社の信用も低下することが予想されるため、当社グループの事業、

業績及び財政状態は悪影響を受ける可能性があります。 

 該当事項はありません。 

３【対処すべき課題】

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】
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当社は、「先進の技術と優しさで、快適なヘルスケア環境を創造します。」という企業理念に基づき、研究開発活

動を行っております。当社の研究開発活動は、技術本部の開発と設計(デザイン含む)の２部門と睡眠研究所が担当し

ており、役割分担の概要は、次のとおりであります。 

開発部の主な開発項目は、①ユーザー本人や介護・看護者の負担軽減のためのベッドにおけるメカトロニクス技術

の開発、②ユーザーの利用状況を的確に把握するための情報技術の開発、③褥瘡予防や「快適な眠り」の提供のため

のマットレスの研究・開発であります。デザイン部門はユニバーサルデザインの考え方に基づき、出来るだけ多くの

人に分かりやすく安全で使い勝手のよいデザイン開発を行い、設計部はこれらの研究・開発成果を基に製品化してお

ります。 

睡眠研究所は、10月より開発部から分離独立し、睡眠研究の専門部門として設立いたしました。主な役割分担は、

①睡眠に関する研究、及び要素技術の開発 ②睡眠に関する製品の評価 ③睡眠に関する情報の収集・発信でありま

す。 

  

当連結会計年度の研究開発費は７億61百万円であり、主な成果は次のとおりであります。  

研究活動といたしましては、「睡眠と高齢者介護の研究」、「非接触睡眠判定システム」、「ベッド内蔵式の離

床・在床センサの研究」、「マットレスの性能向上」等をテーマに実施いたしました。 

「非接触睡眠判定システム（眠りSCAN）」について、10月の大阪国際会議場にて開催された睡眠学会の第34回定期

学術集会で研究結果としてポスター発表を行いました。当社は、国立精神・神経センター精神保健研究所の白川修一

郎先生と共同で、「眠りSCAN」による睡眠／覚醒判定に関する研究発表を行い、多くの大会参加者が発表に耳を傾

け、「眠りSCAN」の有用性について広く認知いただきました。 

新製品といたしましては、病院・施設分野において急性期及び一般ICU向けのベッドとして、また、平成20年11月

に発売した「KA-60000シリーズ」の更なる競争力向上と拡販のために、バッテリーユニット搭載機種「KA-64000シリ

ーズ」を６月に追加発売いたしました。さらに、「KA-60000シリーズ」をベースに機能性能を格段に向上させたデジ

タルスケール付ICUベッド「KA-85000シリーズ」を９月に発売いたしました。 

病棟病室環境改善として、搭載テレビを地上デジタル放送に対応させたキャビネットシリーズ「KF-6000シリー

ズ」を３月に発売し、パーテーション類やワゴン・カート、メディカルカート類を続けて発売いたしました。また、

診察台の刷新とバリエーションを拡充させることにより、既存分野での販売増と針灸院・超音波検査室など新たな分

野での販売拡大を目指します。 

他には、多目的治療チェアに対するニーズの高まりと多様化に対応した透析・化学療法向けチェア「L'za（エル

ザ）」を８月に発売いたしました。また、早期離床・端座位保持リハビリのニーズに応えた端座位保持テーブル 

「Sittan（しったん）」を９月に発売いたしました。新型インフルエンザ等のパンデミック（感染症の世界同時発

生・大流行）時の備えとして新たにパンデミック対応ベッド「KA-419P」を11月に発売いたしました。 

マットレスに関しては、動きやすく寝心地が選べるリバーシブルタイプのマットレス「エバーフィット」を体圧分

散性能等の機能を向上させ５年ぶりにモデルチェンジし、平成22年２月に発売いたしました。 

病院・施設分野において既存製品にはない新しい製品としては、マットレスの下に敷くだけで睡眠状態の客観的デ

ータを自動的に取得できる「眠りSCAN」を５月に発売いたしました。介護の現場では、利用者の方一人ひとりの状況

に合わせた個別ケアが推進されており、ご利用者の“状態把握”が重要視され、中でも睡眠状態の自動計測並びに客

観的な把握が介護ケアサービスの質の向上に繋がるというニーズにお応えしたものです。 

次に在宅介護分野においては、在宅用電動介護用ベッドの安全性向上を目的に改訂されたJIS規格「JIS T 9254 

2009」の要求事項に合致し、JIS認証を取得した在宅用電動介護用ベッド「楽匠Ｓシリーズ」を４月に発売いたしま

した。前モデルから５年半年振りのモデルチェンジになります。併せて楽匠Ｓシリーズ用ベッドサイドテーブル等の

オプション類を発売いたしました。また、１モータータイプの在宅用電動介護用ベッド「アウラ電動ベッド」もJIS

認証を取得し、平成22年１月に発売いたしました。 

他には、高齢者の立位・歩行の補助をする手すりとして設置工事が不要な「ユニバーサルグリップ」を11月に発売

いたしました。 

海外分野では、これまでの200Ｖ仕様に加え100Ｖ仕様を追加し、さらにEU圏内での販売に必須であるCEマークを取

得した製品を発売することで販売国の拡大を目指します。先述のバッテリーユニット搭載ICUベッド「KA-64000シリ

ーズ」、デジタルスケール付ICUベッド「KA-85000シリーズ」はEU圏内販売対応仕様としてCEマークを取得し、発売

しております。 

コンシューマー分野では、安定した姿勢や寝返りのしやすさなど、快適な寝心地を追求したマットレス「データム

ゼロ ゴールド／パープル／グロウス」を４月に発売いたしました。また、更に拡販のために、カタログハウス社向

けOEM製品のマットレス「スタイルポートＣ」を７月に発売いたしました。 

６【研究開発活動】
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  当連結会計年度における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりでありま

す。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要となる事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計

上の見積りを行っております。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載しております。 

  

(2) 財政状態の分析 

①資産 

  流動資産は、前年度に比べて39億49百万円増加し、427億43百万円となりました。これは主に、売上の増加に伴い

受取手形及び売掛金が増加したこと、及び有価証券の購入によるものです。 

固定資産は、前年度に比べて17億46百万円増加し、428億43百万円となりました。これは主に、子会社のサンネッ

トワーク株式会社の主要な事業である福祉用具レンタル卸の規模拡大による賃貸資産の増加によるものです。 

この結果、当期末の総資産は、前年度に比べて56億96百万円増加し、855億86百万円となりました。 

②負債 

流動負債は、前年度に比べ28億30百万円増加し、137億45百万円となりました。これは主に、未払法人税等の増加

によるものです。 

固定負債は、前年度に比べ13億83百万円増加し、85億68百万円となりました。これは主に、賃貸資産の増加に伴

う、リース債務の増加によるものです。 

この結果、当期末の負債合計は、前年度に比べて42億13百万円増加し、223億13百万円となりました。 

③純資産 

当期末の純資産合計は、前年度に比べて14億82百万円増加し、632億72百万円となりました。これは主に、利益剰

余金の増加（前年度比11億74百万円増）、その他有価証券評価差額金の増加（前年度比２億11百万円増）によるもの

であり、この結果、総資産に占める自己資本比率は73.7％となりました。 

(3) 経営成績の分析 

①売上高及び売上総利益 

売上高は、前年度に比べて14.5％増加し、455億98百万円となりました。これは主に、４月に発売したJISマーク貼

付の在宅用電動介護用ベッド「楽匠Ｓシリーズ」の販売が好調であったためであります。 

売上総利益は、前年度に比べて29.3％増加の187億95百万円となりました。これは主に、「楽匠Ｓシリーズ」の販

売好調による売上増及び増産による生産効率の向上、工場再編による売上原価率の改善によるものです。この結果、

売上総利益率は、前年度に比べ4.7ポイント増の41.2%になりました。 

②営業利益及び経常利益 

営業利益は、前年度に比べて157.9％増加し、47億53百万円となりました。この結果、売上高営業利益率は、前年

度に比べ5.8ポイント増の10.4%となりました。 

経常利益は、前年度に比べて340.9％増加し、46億15百万円となりました。これは主に、営業外費用が前年度に比

べ減少したことによるものであります。この結果、売上高経常利益率は、前年度に比べ7.5ポイント増の10.1%となり

ました。 

③当期純利益 

当期純利益は、21億95百万円となりました。これは主に、前年度は投資有価証券評価損など特別損失を約12億円計

上しましたが、当期は特別損失が大幅に減少したためであります。 

この結果、１株当たり当期純利益は、前年度の△15.92円から72.18円となりました。自己資本当期純利益率は、前

年度の△0.8％から3.5％となりました。 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析 

キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２ 事業の状況 １.業績等の概要 （2）キャッシュ・フロ

ー」に記載のとおりであります。 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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当社グループが当連結会計年度に実施した設備投資の主な内容は、次のとおりであります。 

まず、製造設備につきましては、ビルトイン型床ずれ防止エアマットレス「ここちあ」をはじめとする新製品の開

発・量産に伴う金型等に２億39百万円、在宅多品目溶接設備に35百万円をそれぞれ投資いたしました。 

次に、販売設備につきましては、スマートスリープストア各店舗オープンのための内装工事等に27百万円を投資い

たしました。 

また、工場見学にいらしたお客様をお迎えするためのゲストハウス「THE K HALL」を千葉工場敷地内に建設いたし

ました。建設費用は１億９百万円でした。  

以上の結果、当連結会計年度の設備投資は、総額15億64百万円となりました。 

なお、当連結会計年度に実施した重要な設備の除却、売却等はありません。 

記載金額には消費税等は含まれておりません。 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
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(1）提出会社 

２【主要な設備の状況】

  平成22年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名） 建物及

び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
(面積㎡) 

リース資
産 その他 合計 

千葉工場 

（千葉県山武市） 

ベッド・病室用家具等

生産設備 
2,259 1,181

(72,427)

1,461
－  267  5,169 299

松尾工場 
（千葉県山武市） 

ベッド・マットレス等

生産設備 
313 193

(20,576)

186
－  9  702 54

大平工場 
（千葉県山武市） 

その他の設備 176 3
(27,576)

242
－  2  424 －

本社 
（東京都江東区） 

統括設備、研究開発設

備及び販売設備 
2,401 27 (511)

[ ]

19

4,138

120  549  3,118 246

札幌支店 
（札幌市中央区） 

販売設備 263 0
(491)

106
－  2  371 20

仙台支店 
（仙台市若林区） 

同上 153 0
(1,997)

532
－  2  688 24

さいたま支店 

（さいたま市中央区） 
同上 232 0

(1,353)

618
－  6  857 31

横浜支店 

（東京都町田市） 
同上 370 0

(1,540)

1,227
－  5  1,603 32

名古屋支店 
（名古屋市東区） 

同上 646 9
(930)

642
－  6  1,305 30

名古屋配送センター 
（名古屋市中川区） 

その他の設備 80 3
(1,190)

162
－  0  246 －

大阪支店 

（大阪市西区） 
販売設備 584 9

(792)

120
－  6  719 42

広島支店 
（広島市西区） 

同上 148 0
(333)

138
－  2  290 23

高松サテライト 
（高松市郷東町） 

その他の設備 75 －
(1,366)

112
－  1  189 －

福岡支店 

（福岡市博多区） 
販売設備 112 0

(730)

433
－  6  552 30

スマートスリープストア札幌 

（札幌市中央区） 
同上 11 － － －  2  14 －

スマートスリープストア東京 
（東京都中央区） 

同上 15 － － －  14  30 1

スマートスリープストア大阪 
（大阪市中央区）  

同上  5 － － －  2  7 －

カスタマーサービスセンター 

（千葉県船橋市） 
その他の設備 181 1

(2,735)

1,925
－  4  2,112 －

厚生施設 

（千葉県山武市） 
同上 51 －

(14,710)

130
－  0  181 －

厚生施設他４件 

（東京都江東区他） 
同上 304 1

(1,845)

44
－  0  351 －
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(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．上記中、土地欄の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備[面積㎡]であります。 

３．コロナ・メディカル社の設備の一部は、フランスの連結子会社SCIロクシ及びSCIパルシから賃借しているも

のであります。 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  平成22年３月31日現在

会社名 主な所在
地 設備の内容 

帳簿価額（百万円）

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
（面積㎡） 賃貸資産 リース資産 その他 合計 従業員

数(名) 

パラテクノ

株式会社 

千葉県 

船橋市 

医療福祉用ベ

ッドのメンテ

ナンス設備等 
 1 － －  25    9  8 44 217

サンネットワ

ーク株式会社 

静岡県 

静岡市 

駿河区 

レンタル用福

祉用具及びそ

れらの管理設

備等 

 248 5
[35,546]

－
 5,549    188  17 6,008 245

  平成22年３月31日現在

会社名 主な所在地 設備の内容 

帳簿価額（百万円）

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
（面積㎡） リース資産 その他 合計 従業員

数(名) 

ＰＴ.パラマウント 
ベッドインドネシア 

インドネシア 
ブカシ県 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 
250 68

[30,420]

－
 －  39 358 189

八楽夢床業(中国)有

限公司 

中国江蘇省 

無錫市 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 
278 327

[56,860]

－
  －  77 683 102

コロナ・メディカル

社 

フランス 

ロッシュコルボ

ン 

ベッド・病室

用家具等生産

設備 
175 65

(48,795)

67
  10  5 325 110

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

        

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成21年６月26日定時株主総会決議  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年６月29日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526 同左 
東京証券取引所 

市場第１部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  31,682,526 同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
事業年度末現在

（平成22年３月31日） 
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3,467 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)    － 2 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 346,700 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,396  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,396 

資本組入額    698  
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使

時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監

査役もしくは従業員の地位

にあることを要する。ただ

し、取締役が任期満了によ

り退任した場合、または従

業員が定年により退職した

場合にはこの限りではな

い。また、当社取締役会が

正当な理由があると認めた

場合はこの限りではない。 

同左 
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事業年度末現在

（平成22年３月31日） 
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日） 

  

②新株予約権の相続はこれを

認めない。 

③その他権利行使の条件は、

平成21年６月26日開催の当

社第61回定時株主総会決議

及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めると

ころによる。  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 

組織再編に際して定める契約

書または計画書等に以下に定

める株式会社の新株予約権を

交付する旨を定めた場合に

は、当該組織再編の比率に応

じて、以下に定める株式会社

の新株予約権を交付するもの

とする。 

①合併(当社が消滅する場合に

限る。) 

 合併後存続する株式会社ま

たは合併により設立する株

式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社が

その事業に関して有する権

利義務の全部または一部を

承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株

式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の

発行済株式の全部を取得す

る株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株

式会社  

同左 
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 平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

 （注） 新株引受権付社債の新株引受権の行使 

  （注）１．自己株式1,130,117株は「個人その他」に11,300単元、「単元未満株式の状況」に117株含まれておりま

す。なお、自己株式1,130,117株は株主名簿記載上の株式数であり、平成22年３月31日現在において当社が

所有する実質保有株は1,130,065株となっております。 

     ２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ10単

元及び17株含まれております。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成11年４月１日 

～ 

平成12年３月31日 

（注） 

 1,558,904  31,682,526  5,085  6,591  6,483  7,276

（６）【所有者別状況】

  平成22年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人）  －  37 37 147 108 4  14,019  14,352 － 

所有株式数

（単元） 
 －  76,946 2,059 83,000 16,119 5  137,722  315,851 97,426

所有株式数の

割合（％） 
 －  24.36 0.65 26.28 5.10 0.00  43.61  100.00 － 
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 （注）１．当社は自己株式1,130千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２．トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから、平成21年７月６日付の大量保有に関

する変更報告書の写しの送付があり、平成21年６月30日現在で1,259,600株を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。 

なお、変更報告書の内容は以下のとおりです。 

    大量保有者       トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシー 

    住所          アメリカ合衆国90067 カリフォルニア州ロス・アンゼルス、 

              センチュリー・パーク・イースト 2049番地 20階 

    保有株券等の数     株式 1,259,600株 

    株券等保有割合     3.98％ 

（７）【大株主の状況】

  平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

木村興産株式会社 東京都江東区亀戸１－16－８  6,607  20.86

木村憲司 東京都品川区  2,758  8.71

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11   1,972  6.23

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－11－３  1,546  4.88

木村恭介 東京都港区  1,536  4.85

木村通秀 東京都新宿区  1,418  4.48

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５  1,203  3.80

有限会社レッジウッド 東京都港区南麻布４－９－22  600  1.89

NCT信託銀行株式会社(投信口) 東京都品川区東品川２－３－14  450  1.42

財団法人木村看護教育振興財団 東京都文京区本郷５－25－14  444  1.40

計 －  18,540  58.52
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①【発行済株式】 

「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が10個含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 (注)上記のほか、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示している当社株式が111,300株あります。 

 これは、従業員株式所有制度の導入により、平成21年10月５日付で「パラマウントベッド社員持株会専用信託」

（以下「従持信託」といいます。）へ譲渡した自己株式137,000株のうち、平成22年３月31日現在、従持信託が所有し

ている当社株式であります。  

（８）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       1,130,000 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式     30,455,100  304,551 － 

単元未満株式 普通株式         97,426 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数              31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  304,551 － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,130,000  －  1,130,000  3.57

計 －  1,130,000  －  1,130,000  3.57
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 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役、執行役員及び従業員ならびに当社子会社の取

締役及び従業員に対し、ストックオプションとして特に有利な条件をもって発行する新株予約権の募集事項の決定を

取締役会に委任することにつき、平成21年６月26日の定時株主総会において決議され、当該新株予約権の募集事項が

平成21年６月26日開催の取締役会において決議されたものであります。 

(注) １.新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株とする。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整により生じる１株未満の端数につい

ては、これを切り捨てる。 

 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

（９）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成21年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役       ２名 

当社執行役員      ６名 

当社従業員       748名 

当社子会社取締役    １名 

当社子会社従業員    63名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 合計351,000株を上限とする（注）１. 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２. 

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 

新株予約権の行使の条件 （注）３.  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４. 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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  ２. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの金額

（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行使価額は、新株予約

権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上

げる。ただし、その金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合

は、割当日の終値とする。 

 なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株

式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社

法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に

転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替える。 

 さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場

合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することがで

きる。 

  ３．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要する。ただし、取締役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年により退職した場合に

はこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

  ４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合

には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併（当社が消滅する場合に限る。） 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

  

調整後行使価額 

  

＝ 

  

調整前行使価額 

  

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 当社は、平成21年９月17日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセ

ンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本制度」といいます。）の導

入を決議いたしました。 

 ①本制度の概要  

 本制度は、「パラマウントベッド社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を対

象とするインセンティブ・プランです。本制度では、「パラマウントベッド社員持株会専用信託」（以下、「従持信

託」といいます。）が、今後５年間にわたり持株会が取得する規模の当社株式を予め取得し、取得後、信託終了時ま

でに持株会への当社株式の売却を通じて従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合に、当該株式売却益相当額を

残余財産として、受益者適格要件を満たす従業員に分配します。また当社は、従持信託が当社株式を取得するための

借入に対し保証をしているため、信託終了時点において従持信託内に当社株価の下落によって当該株式売却損相当の

借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

 本制度は、従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与とすると同時に、福利厚生の増進策と

して持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有の促進により従業員の財産形成を達成することを狙いとしてい

ます。また、持株会が市場の流動性の影響を受けることなく円滑に当社株式の買付けを行うことができ、さらには従

業員の利益を代表する信託管理人が従業員の意思を反映して従持信託内の当社株式に係る議決権行使を行うことか

ら、従前以上に従業員が株主としてその意思を企業経営に反映させることが可能となり、当社のコーポレート・ガバ

ナンスを一層向上させる効果が期待できると考えております。  

 本制度の導入にあたり、当社が保有する自己株式のうち137,000株を従持信託に対して一括して処分いたしまし

た。 

［従持信託の概要］ 

 （1）委託者 当社 

 （2）受託者 野村信託銀行株式会社 

 （3）信託契約日 平成21年９月17日 

 （4）信託の期間 平成21年９月17日～平成26年８月29日 

②持株会に取得させる予定の株式の総数 

 137,000株 

③本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲 

 本信託契約で定める受益者確定手続開始日において生存し、かつ、本持株会に加入している者（但し、本信託契約

の締結日以降上記受益者確定手続開始日までに定年退職又は会社の都合による退職によって本持株会を退会した者を

含みます。）のうち、所定の書類を、信託管理人を通じて受託者たる野村信託銀行株式会社に送付することによって

受益の意思表示を行った者を受益者とします。   

  

（10）【従業員株式所有制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

    りによる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

    取りによる株式は含まれておりません。 

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式  991  1,661,590

当期間における取得自己株式  107  190,663

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
 －  －  －  －

その他 

（－） 
 －  －  －  －

保有自己株式数  1,130,065  －  1,130,172  －
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 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置づけており、業績に対応した配当を行うことを基本

方針としております。また、今後の業容の拡大を図るため、設備投資や研究開発投資を積極的に行うなど経営基盤

を強化する観点から、内部留保を充実することも併せて勘案したうえで、配当を決定する方針をとっております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、安定的、継続的な利益還元の観点から、普通配当30円に会社設立60周年記念

配当５円を加え、１株当たり35円の配当（うち中間配当15円）を実施いたしました。これにより、自己資本当期純

利益率3.5％、純資産配当率1.7％(いずれも連結ベース)という結果になりました。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。 

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

 平成21年11月５日 

 取締役会決議 
 456  15

 平成22年６月29日 

 定時株主総会決議 
 611  20

４【株価の推移】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円）  2,970  2,800  2,375  1,618  2,085

最低（円）  2,525  1,760  1,173  988  1,243

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円）  2,035  2,045  2,055  2,004  1,850  1,840

最低（円）  1,811  1,774  1,889  1,809  1,761  1,701
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  木村 憲司 

昭和22年 

６月21日生 

昭和52年４月 当社入社 

昭和52年８月 取締役就任 

昭和54年８月 常務取締役就任 

昭和62年９月 専務取締役就任 

平成３年４月 代表取締役社長就任 

平成21年４月 代表取締役会長就任（現任）  

（注）５  2,758

取締役社長 
(代表取締役) 

  木村 恭介 
昭和25年 

９月20日生 

昭和54年４月 当社入社 

昭和54年８月 取締役就任 

昭和62年９月 常務取締役就任 

平成３年４月 専務取締役就任 

平成９年４月 代表取締役副社長就任 

平成18年12月 八楽夢床業（中国）有限公司董事長（現任） 

平成21年４月 代表取締役社長就任（現任）  

（注）５  1,536

専務取締役     木村 通秀 
昭和33年 

９月11日生 

昭和58年２月 当社入社 

昭和61年７月 経営企画室長 

昭和62年９月 取締役就任 

平成12年４月 財務システム本部長 

平成21年４月 専務取締役就任（現任） 

（注）５  1,418

常務取締役 
事業戦略 
本部長 

堀内 俊雄 
昭和23年 

４月６日生 

平成12年10月 当社入社 

平成13年６月 執行役員企画部長 

平成16年６月 取締役就任 企画部長 

平成18年９月 企画・資材本部長 

平成21年４月 常務取締役就任 事業戦略本部長（現任）  

（注）５  7

取締役 営業総括 加藤 忠治 
昭和25年 

９月２日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成10年４月 営業副本部長 

平成11年６月 取締役就任(現任) 

平成14年６月 管理本部長 

平成21年４月 営業総括（現任）  

（注）５  6

取締役 技術本部長 坂本 郁夫 
昭和28年 

４月30日生 

昭和52年４月 当社入社 

平成11年６月 営業本部長施設担当兼営業本部統括室長 

平成12年６月 取締役就任(現任) 

平成14年６月 営業本部長 

平成21年４月 技術本部長（現任）  

（注）５  13

取締役 営業本部長 佐藤 泉 
昭和33年 

３月24日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成10年４月 営業本部ホームヘルスケア推進室長 

平成14年４月 営業本部マーケティング室長 

平成14年７月 営業本部付部長 

平成21年４月 執行役員営業本部長（現任）  

平成22年６月 取締役就任（現任）  

（注）５  1

取締役   越田 弘志 
昭和12年 

５月21日生 

昭和35年４月 大和証券株式会社入社 

昭和59年12月 同社取締役就任 

平成３年６月 同社代表取締役副社長就任 

平成10年６月 大和証券投資信託委託株式会社代表取締役社長就任  

平成13年６月 同社代表取締役会長就任  

平成13年６月 社団法人投資信託協会会長就任   

平成15年７月 日本証券業協会会長就任  

平成18年９月 株式会社かんぽ生命保険社外取締役就任（現任）  

平成19年７月 大和証券投資信託委託株式会社顧問就任（現任）  

平成20年６月 日本証券金融株式会社社外取締役就任（現任）  

平成22年６月 当社取締役就任（現任）  

（注）５  －
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（注）１．取締役社長木村恭介と専務取締役木村通秀は、取締役会長木村憲司の弟であります。 

    ２. 取締役越田弘志は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ３．監査役庫本康、監査役池上悦次、監査役岡ゆかりは、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ４. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

   ５．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。 

   ６．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。 

   ７．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

常勤監査役   古谷 泰信 
昭和25年 

６月12日生 

平成13年10月 当社入社 

平成15年７月 生産本部副本部長 

平成20年６月 常勤監査役就任（現任） 
（注）６  2

監査役   庫本  康 
昭和25年 

６月30日生 

昭和50年４月 国税庁入庁 

平成18年３月 広島国税不服審判所長 

平成20年７月 名古屋国税不服審判所長 

平成21年５月 国税庁退官 

平成21年６月 当社常勤監査役就任 

平成22年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）６  1

監査役   池上 悦次 
昭和14年 

４月26日生 

昭和33年４月 東京国税局入局 

平成９年８月 税理士事務所開業 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）７  3

監査役   岡 ゆかり 
昭和38年 

４月26日生 

平成７年３月 最高裁判所司法研修所終了 

平成７年４月 弁護士登録 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）７  －

        計   5,749

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
（千株） 

 田口 武尚 昭和18年７月14日生 

昭和37年４月  東京国税局入局 
平成13年７月  立川税務署長 
平成14年８月  税理士登録 
平成19年６月  当社補欠監査役（現任） 

 1
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１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

 コーポレート・ガバナンスの充実の目的は、経営の合理性、適法性や透明性を徹底することを通じて、企業価値を

高め、企業の社会的責任を果たすことであります。今後もコーポレート・ガバナンスの充実は、経営上の最重要課題

のひとつとして位置付け、積極的に取り組んでまいります。 

 上記にある経営の合理性、適法性、透明性に関し、以下に補足説明をいたします。 

 経営の合理性の向上  

 企業価値の最大化を目指し、株主をはじめとするステークホルダーへの利益の還元に努めていくため、経営環境の

変化に迅速に対応できる適正な意思決定と業務執行の効率化が可能となる社内体制を構築し、企業経営の合理性を向

上させてまいります。 

 適法性（コンプライアンス）の徹底 

 法令の遵守はもちろんのことですが、内部統制システムの実効性を高めるための関連の社内諸規程等を整備すると

ともに、企業倫理の観点から社員のコンプライアンス意識を醸成し、それに基づき各部門が業務を遂行していくよ

う、適法性の徹底に努めてまいります。 

 透明性の向上 

 株主をはじめとするステークホルダーに対し、適時適切で、かつ積極的な情報公開を行うことで、ディスクロージ

ャーをさらに充実させ、経営内容の公明性や透明性を高めてまいります。 

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

（1）会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会を設置しております。また、執行役員制を導入して

おり、意思決定及び業務執行の迅速化を図っています。 

（2）会社の機関・内部統制の関係図 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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（3）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

  ａ．取締役会は、取締役８名で構成し、原則として毎月１回開催しております。法令で定められた事項や経営上重要

な事項について議論し迅速な意思決定が行われております。 

ｂ．監査役会は、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成し、原則として毎月１回開催しております。また監査役

会が定めた監査方針や業務の分担に基づき、次の事項等により厳正な監査を実施しております。すなわち、①取

締役会などの重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる、②取締役等から営業報告を聴取したり、重要書

類を閲覧したりして、厳正な監査を実施する、③業務及び財産の状況について各事業所並びに子会社の訪問監査

をする。 

ｃ．意思決定及び業務執行の迅速化を図るため、経営機構改革の一環として、平成13年６月に執行役員制を導入して

おります。 

ｄ．経営会議は、取締役及び執行役員等で構成し、原則として毎月１回開催しております。毎回さまざまな経営課題

を幅広く取り上げ活発な議論を行い、経営活動の最適化を図っております。 

 ｅ．社長直属の内部監査室（４名）が、内部監査規程に基づき、連結子会社を含めた全部門を対象に業務監査及び会

計監査を計画的に実施しております。監査の実効性を確保するため、改善事項を指摘された被監査部門は、改善

の進捗状況を定期的に報告する義務があります。 

ｆ．当社における内部統制部門とは、主に企業倫理室、総務部及び財務システム本部をいいます。企業倫理室は、総

務部等社内の各部署と連携しながらコンプライアンス推進のための諸政策を実施しております。また、会社とし

ての企業倫理の基本姿勢等を盛り込んだ「コンプライアンスマニュアル」を含む『企業倫理ガイドブック』を全

社員に配布し、社員の啓発・指導を行っております。総務部は、業務の適法性についての啓発・指導とモニタリ

ングを継続的に行っており、また、財務システム本部は、財務報告に係る内部統制についての啓発・指導とモニ

タリングを継続的に行っております。 

（4）現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用する理由 

当社は、取締役８名のうち社外取締役１名、監査役４名のうち社外監査役３名で構成しております。それぞれの

社外役員が、一般株主との利益相反の恐れのない独立性を有しております。また、社外役員が持つ豊富な経験と幅

広い見識、財務的もしくは法務的な専門性を活かし、取締役の業務執行に対し、中立的、客観的立場から適正な監

査・監督機能を十分に果たしております。 

社外取締役と社外監査役は、当社の経営体制の強化とともに、コンプライアンス体制の構築に繋がっていると考

えているため、現体制を採用しております。  

（5）内部監査部門及び会計監査人の監査役との連携状況 

 ａ．監査役と内部監査室の連携については、監査役は内部監査室から監査計画、結果の報告を受け、意見交換を実施

しております。また、会計監査人による監査の報告会にて問題の共有化を図るとともに、必要に応じて監査役・

内部監査室の合同監査も実施しております。 

 ｂ．監査役と会計監査人の連携については、監査役は会計監査人から監査の計画、結果について説明を受け、随時情

報交換や意見交換を実施しております。また、会計監査人による事業所ならびに子会社往査の際にも、必要に応

じて監査役が同行し立会いを行っております。 

（6）内部監査、監査役監査及び会計監査と内部統制部門との関係 

 ａ．監査役監査及び内部監査と内部統制部門との関係については、監査役及び内部監査室が、内部統制部門と定期的

に情報の共有を図り、監査の実効性を高めております。また、社員がコンプライアンス上の問題を発見した場合

は、速やかに社内及び社外の担当窓口（社内の担当窓口は企業倫理室）に通報する体制が構築されており、通報

を受けた企業倫理室は、当該問題を調査するとともに、関連部署と協議した上で、再発防止策を含む適切な措置

を講じる体制を構築しております。通報を受けた内容が、法令違反または会計上問題となる事項の場合は、監査

役へ報告することとなっております。 

 ｂ．会計監査と内部統制部門との関係については、監査役が会計監査人から監査結果の説明を受ける際には、財務シ

ステム本部も同席し、当社の内部統制システムに関する発見事項の報告を受けるとともに、情報交換や意見交換

を行っております。  
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（7）会計監査の状況 

当社は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、同監査法人から厳正な会計監査を受

けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、同監査法人の鈴木欽哉氏、川島繁雄氏の２名であ

り、また監査業務に係る補助者の構成については、公認会計士が３名、その他が６名となっております。 

（8）社外取締役及び社外監査役の機能・役割、選任状況に関する考え方 

平成22年６月29日付で辞任いたしました社外取締役の前哲夫氏は、豊富な経営者経験及び幅広い見識等を有して

いることから、当社の経営体制を強化するため社外取締役として選任いたしました。一方、社外監査役の池上悦次

氏と庫本康氏は、長く税務に関わってこられたことによる経験と税理士としての専門知識を活かすことで、また、

岡ゆかり氏は、長く弁護士として法務に関わってこられたことによる経験と弁護士としての専門知識を活かすこと

で、ともに当社の監査体制を強化するため社外監査役として選任しております。 

なお、社外監査役の池上悦次氏と庫本康氏は税理士としての資格を有していることから、財務及び会計に関し、

相当程度の知見を有するものと考えております。 

（9）会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社では、社外取締役１名との人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありません。一方、社

外監査役３名との人的関係、資本的関係、又は取引関係その他利害関係もありません。 

（10）役員報酬等の内容 

ａ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ｂ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。  

  

（11）取締役の定数 

当社の取締役は、12名以内とする旨定款に定めております。 

（12）取締役の選解任の要件 

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものと定めています。また、解任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うものと定

めています。 

（13）責任限定契約について 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の責任につい

て、責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査

役が、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

役員区分 
報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる
役員の員数 
（人）  基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金 

取締役 

(社外取締役を除く。)
  281   196   0   85   －   6

監査役 

(社外監査役を除く。)
  22   22   －   －   －   2

社外役員   41   41   －   －   －   5

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145

- 29 -



（14）取締役会で決議することができる株主総会決議事項 

  ａ．自己株式の取得 

 当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

  ｂ．中間配当 

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の

決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

  ｃ．取締役及び監査役の責任免除 

 当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償

責任を、同法第425条第１項に定める範囲内で、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めて

おります。 

（15）株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。 

（16）リスク管理体制の整備の状況 

当社は、全社的なリスク管理体制の強化を目指し、リスク管理基本規程を制定し、個々のリスクごとに責任部署

を定めリスク管理を行っております。万一重大なリスクが発生したとき、もしくは発生するおそれがある場合に

は、同規程に基づき、原則として代表取締役社長を対策本部長とした緊急対策本部を直ちに招集します。必要に応

じて外部の専門家（顧問弁護士・税理士等）の指導助言を受けるとともに、迅速な対応を行うことで被害の最小化

に努めるとともに、再発防止の対策を講じる体制をとっております。  

（17）株式の保有状況 

ａ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

１銘柄    140百万円  

ｂ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

  

ｃ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

 （注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評

価損益の合計額」は記載しておりません。 

  

銘柄 
株式数 

（株）  

貸借対照表計上額 

（百万円）  
保有目的 

㈱みずほフィナンシャルグループ 757,000  140  取引関係の維持 

  

前事業年度 
（百万円）  

当事業年度（百万円） 

貸借対照表計上
額の合計額  

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金の
合計額  

売却損益の 
合計額 

評価損益
の合計額  

非上場株式  －  110  2  －  （注）  

上記以外の株式  －  684  21  －  414  
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度）  

 当社の連結子会社であるＰＴ.パラマウントベッドインドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、コロナ・メ

ディカル社に対し、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウシュ・トーマツ

のメンバー・ファームであるデロイト・アンド・アソシエス及びその他の関係法人が提供した専門的業務に対す

る報酬は、監査報酬3百万円、その他の全報酬6百万円、合計10百万円であります。 

  

（当連結会計年度） 

 当社の連結子会社であるＰＴ.パラマウントベッドインドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、コロナ・メ

ディカル社に対し、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウシュ・トーマツ

のメンバー・ファームであるデロイト・アンド・アソシエス及びその他の関係法人が提供した専門的業務に対す

る報酬は、監査報酬6百万円、その他の全報酬2百万円、合計8百万円であります。 

  

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度） 

 当社は監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務として、財務報告に係る内部

統制構築のための相談業務を委託し、対価を支払っております。 

  

（当連結会計年度） 

 該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  58  6  62  －

連結子会社  －  8  －  8

計  58  15  62  8
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表につい

ては、監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連

結財務諸表及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。  

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマ

ツとなっております。  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。 

  

第５【経理の状況】

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145

- 32 -



１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,728 13,874

受取手形及び売掛金 11,949 12,857

リース債権及びリース投資資産 1,726 1,759

有価証券 4,576 8,557

商品及び製品 3,489 3,077

仕掛品 244 224

原材料及び貯蔵品 1,264 1,227

繰延税金資産 538 828

その他 329 398

貸倒引当金 △54 △61

流動資産合計 38,793 42,743

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,454 24,600

減価償却累計額 △14,801 △15,257

建物及び構築物（純額） 9,653 9,343

機械装置及び運搬具 7,698 7,242

減価償却累計額 △5,480 △5,342

機械装置及び運搬具（純額） 2,217 1,899

土地 8,168 8,170

リース資産 579 608

減価償却累計額 △190 △279

リース資産（純額） 389 328

賃貸資産 4,792 7,331

減価償却累計額 △769 △1,756

賃貸資産（純額） 4,023 5,574

建設仮勘定 78 183

その他 6,653 6,883

減価償却累計額 △5,584 △5,842

その他（純額） 1,069 1,041

有形固定資産合計 25,600 26,542

無形固定資産   

のれん 598 499

その他 2,067 2,145

無形固定資産合計 2,666 2,644

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  8,372 ※2  8,669

繰延税金資産 1,295 1,538

その他 3,242 3,568

貸倒引当金 △79 △119

投資その他の資産合計 12,830 13,655

固定資産合計 41,096 42,843

資産合計 79,889 85,586
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,090 5,057

短期借入金 736 617

リース債務 1,339 1,758

未払法人税等 677 2,275

賞与引当金 615 873

役員賞与引当金 40 85

その他 2,415 3,077

流動負債合計 10,914 13,745

固定負債   

長期借入金 30 248

リース債務 4,238 4,957

退職給付引当金 1,732 2,118

環境対策引当金 － 44

その他 1,183 1,200

固定負債合計 7,184 8,568

負債合計 18,099 22,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 51,671 52,846

自己株式 △3,539 △3,380

株主資本合計 62,000 63,333

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △330 △119

為替換算調整勘定 △42 △100

評価・換算差額等合計 △373 △220

新株予約権 － 37

少数株主持分 163 121

純資産合計 61,790 63,272

負債純資産合計 79,889 85,586
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 39,821 45,598

売上原価 ※1, ※3  25,280 ※1, ※3  26,802

売上総利益 14,540 18,795

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  12,697 ※2, ※3  14,042

営業利益 1,843 4,753

営業外収益   

受取利息 134 98

受取配当金 72 43

為替差益 － 36

保険金収入 32 55

その他 96 82

営業外収益合計 336 316

営業外費用   

支払利息 248 209

為替差損 296 －

投資事業組合運用損 162 166

匿名組合投資損失 355 54

その他 69 24

営業外費用合計 1,132 455

経常利益 1,046 4,615

特別利益   

投資有価証券売却益 388 61

関係会社株式売却益 140 －

固定資産売却益 ※4  0 ※4  1

特別利益合計 529 63

特別損失   

投資有価証券売却損 5 14

投資有価証券評価損 322 －

固定資産除売却損 ※5  89 ※5  106

減損損失 ※6  726 －

事業構造改善費用 － ※7  301

たな卸資産評価損 137 －

特別損失合計 1,281 423

税金等調整前当期純利益 294 4,255

法人税、住民税及び事業税 812 2,624

法人税等調整額 △65 △634

法人税等合計 746 1,990

少数株主利益 32 68

当期純利益又は当期純損失（△） △484 2,195
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,591 6,591

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,591 6,591

資本剰余金   

前期末残高 7,276 7,276

当期変動額   

自己株式の従持信託への譲渡 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 7,276 7,276

利益剰余金   

前期末残高 53,151 51,671

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △82 －

当期変動額   

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △484 2,195

自己株式の従持信託への譲渡 － △109

当期変動額合計 △1,396 1,174

当期末残高 51,671 52,846

自己株式   

前期末残高 △3,537 △3,539

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 382

当期変動額合計 △2 381

当期末残高 △3,539 △3,158

自己株式（従持信託所有分）   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 － △222

当期末残高 － △222

自己株式合計   

前期末残高 △3,537 △3,539

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 382

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 △2 158

当期末残高 △3,539 △3,380
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 63,482 62,000

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △82 －

当期変動額   

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △484 2,195

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 273

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 △1,398 1,333

当期末残高 62,000 63,333

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 452 △330

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △782 211

当期変動額合計 △782 211

当期末残高 △330 △119

為替換算調整勘定   

前期末残高 2 △42

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △45 △57

当期変動額合計 △45 △57

当期末残高 △42 △100

評価・換算差額等合計   

前期末残高 454 △373

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △828 153

当期変動額合計 △828 153

当期末残高 △373 △220

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 37

当期変動額合計 － 37

当期末残高 － 37

少数株主持分   

前期末残高 150 163

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 △41

当期変動額合計 13 △41

当期末残高 163 121
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 64,087 61,790

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △82 －

当期変動額   

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △484 2,195

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 273

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △815 149

当期変動額合計 △2,214 1,482

当期末残高 61,790 63,272
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 294 4,255

減価償却費 3,286 3,133

減損損失 726 －

のれん償却額 264 159

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 219

退職給付引当金の増減額（△は減少） 369 386

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20 46

受取利息及び受取配当金 △207 △142

為替差損益（△は益） 10 18

保険金収入 △32 △55

支払利息 248 209

投資事業組合運用損益（△は益） 162 166

匿名組合投資損益（△は益） 355 54

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △383 △47

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 322 －

関係会社株式売却損益（△は益） △140 －

固定資産除売却損益（△は益） 89 105

売上債権の増減額（△は増加） 1,935 △684

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

△230 △15

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,414 467

仕入債務の増減額（△は減少） △96 △100

リース債務の支払額 △777 △1,001

事業構造改善費用 － 301

その他 △513 △115

小計 4,287 7,360

利息及び配当金の受取額 208 129

利息の支払額 △248 △209

事業再編による支出 － △131

法人税等の支払額 △345 △1,051

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,901 6,097
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △27

有価証券の取得による支出 △1,898 △6,191

有価証券の売却による収入 5,097 1,599

有形固定資産の取得による支出 △1,583 △888

有形固定資産の除売却に伴う支出 △30 △26

無形固定資産の取得による支出 △163 △423

投資有価証券の取得による支出 △1,213 △2,811

投資有価証券の売却による収入 1,621 1,739

匿名組合出資金の払込による支出 △500 △100

投資事業組合等の分配収入 46 77

保険積立金の積立による支出 △21 △102

保険積立金の満期等による収入 38 130

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△29 －

その他 △378 △486

投資活動によるキャッシュ・フロー 984 △7,510

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △187 △145

長期借入れによる収入 57 273

長期借入金の返済による支出 － △44

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △914 △913

その他 △163 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,210 △925

現金及び現金同等物に係る換算差額 147 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,823 △2,380

現金及び現金同等物の期首残高 13,403 17,227

現金及び現金同等物の期末残高 17,227 14,847
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社８社（ＰＴ．パラマウントベッ
ドインドネシア、八楽夢床業(中国)有限
公司、コロナ・メディカル社他２社、パ
ラテクノ株式会社、サンネットワーク株
式会社他１社）は、連結の範囲に含めて
おります。 
 なお、連結子会社でありましたサンネ
ットワーク東北株式会社は、平成20年４
月にサンネットワーク株式会社に吸収合
併されたため、連結の範囲から除外して
おります。また、連結子会社でありまし
たサンネットワーク中部株式会社は、平
成20年10月にサンネットワーク株式会社
が所有する株式をすべて売却したため、
連結の範囲から除外しております。 

 子会社７社（パラテクノ株式会社、サ
ンネットワーク株式会社、ＰＴ．パラマ
ウントベッドインドネシア、八楽夢床業
（中国）有限公司、コロナ・メディカル
社他２社）は、連結の範囲に含めており
ます。 
 なお、連結子会社でありましたサンネ
ットワーク北海道株式会社は、平成21年
10月に当社の連結子会社であるサンネッ
トワーク株式会社に吸収合併されまし
た。 

２．持分法の適用に関する事項  持分法適用会社はありません。 

  持分法を適用しない関連会社  
 ① 主要な会社等の名称 
   サンネットワーク岐阜株式会社 
   サンネットワークリブ株式会社 
  
 ②  持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ
当期純損益及び利益剰余金に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しておりま
す。 

 持分法適用会社はありません。 

  持分法を適用しない関連会社  
 ① 主要な会社等の名称 

同左 
  
  
 ②  持分法を適用しない理由 

同左  

３．連結子会社の事業年度等に関
する事項 

 連結子会社のうち八楽夢床業(中国)有
限公司、コロナ・メディカル社他２社の
決算日は12月31日であり、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     
（1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 
① たな卸資産 

商品及び製品・仕掛品・原材料 
 主に総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により
算定） 

① たな卸資産 
商品及び製品・仕掛品・原材料 
 主に総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により
算定） 

  貯蔵品 
 最終仕入原価法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により
算定） 

(会計方針の変更) 
 当連結会計年度より「棚卸資産の評
価に関する会計基準」(企業会計基準第
９号 平成18年７月５日公表分)を適用
しております。 
 これにより、営業利益、経常利益は
154百万円減少し、税金等調整前当期純
利益は、291百万円減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。  

貯蔵品 
 最終仕入原価法に基づく原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により
算定） 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  ② 有価証券 
満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

② 有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 
  関連会社株式 

 持分法非適用関連会社株式につ
いては移動平均法による原価法 

関連会社株式 
同左  

  その他有価証券 
時価のあるもの 
 連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの
 移動平均法による原価法 
 なお、投資事業組合等への出
資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて
入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り
込む方法によっております。 

時価のないもの 
       同左 

  ③ デリバティブ
原則として時価法 

③ デリバティブ 
同左 

（2）重要な減価償却資産の減
価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 
  当社及び国内連結子会社は主に定率
 法、在外連結子会社は主に定額法 
  ただし、当社の平成10年４月１日以
 降取得した建物（附属設備を除く）、
 国内連結子会社の賃貸資産については
 定額法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 
  当社及び国内連結子会社は主に定率
 法、在外連結子会社は主に定額法 
   ただし、当社の平成10年４月１日以
 降取得した建物（附属設備を除く）、
 国内連結子会社の賃貸資産については
 定額法  

  主な耐用年数  
建物及び構築物 
機械装置及び運搬具  
賃貸資産 

３～50年
４～11年
３～５年

その他（工具器具備品等） 

  ２～20年

主な耐用年数  
建物及び構築物 
機械装置及び運搬具  
賃貸資産 

３～50年
４～11年
３～８年

その他（工具器具備品等） 

  ２～20年

  (追加情報) 
 当社の機械装置については、従来、
主な耐用年数を４～17年としておりま
したが、平成20年度の法人税法の改正
を契機として資産の利用状況を見直し
た結果、当連結会計年度より主な耐用
年数を11年に変更いたしました。 
  これにより営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益は、それぞれ
55百万円減少しております。なお、セ
グメント情報に与える影響は、当該箇
所に記載しております。 

  

  ② 無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法 
 なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法  

② 無形固定資産（リース資産を除く）
同左  

  ③ リース資産  
 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産  
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法 

③ リース資産  
同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社の従業員に
対する賞与の支給に備えるため、支給
見込額のうち当連結会計年度の負担額
を計上しております。 

② 賞与引当金 
同左 

  ③ 役員賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社は役員賞与
の支出に備えて、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づき計上しており
ます。    

③ 役員賞与引当金 
同左 

  ④ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。 
 過去勤務債務は、発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分
した額を発生連結会計年度から費用処
理しております。 

④ 退職給付引当金 
同左 

   数理計算上の差異については、各連
結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。 

  

    (会計方針の変更) 
 当連結会計年度より、「「退職給付
に係る会計基準」の一部改正(その
３)」(企業会計基準第19号 平成20年
７月31日)を適用しております。 
 なお、これによる営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益に与え
る影響はありません。 

        ────── ⑤ 環境対策引当金 
 当社は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の適正な処理の推進に関する特別措
置法」によって処理することが義務付
けられているPCB廃棄物の処理に備え
るため、処理費用見込額を計上してお
ります。   

（4）重要な収益及び費用の計
上基準 

      ──────  ファイナンス・リース取引に係る収
益の計上基準 
 原則として、リース料受取時に利息
相当額と元本回収額とに区分し、利息
相当額は損益として処理し、元本回収
額はリース投資資産の元本回収額とし
て処理する方法によっております。 

（5）重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
の基準 

 外貨建金銭債権債務は、振当処理をし
ているものを除き連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債、収益及び費用は
連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び少数株主持分に含
めております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（6）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
 原則として繰延ヘッジ処理によって
おります。なお、為替予約については
振当処理の要件を満たしている場合に
は振当処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 当連結会計年度にヘッジ会計を適用
したヘッジ手段とヘッジ対象は次のと
おりであります。 
ヘッジ手段……為替予約 
ヘッジ対象……外貨建金銭債務及び

外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

  ③ ヘッジ方針 
 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対
象に係る為替変動リスクを一定の範囲
内でヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 
同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計を半期ごとに比較
し、両者の変動額等を基礎にしてヘッ
ジ有効性を評価しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

（7）その他連結財務諸表作成
のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理について 
 消費税及び地方消費税の会計処理方
法は、税抜方式によっており、控除対
象外消費税等は当連結会計年度の費用
として処理しております。 

① 消費税等の会計処理について 
同左 

  ② 収益及び費用の計上基準 
 ファイナンス・リース取引に係る収
益の計上基準 
 リース料受取時に売上高と売上原価
を計上する方法によっております。  

──────  

５．連結子会社の資産及び負債の
評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。 

同左 

６．のれんの償却に関する事項  のれんの償却については、５年間の定
額法により償却をすることとしておりま
す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月
以内に満期日の到来する流動性の高い、
容易に換金可能であり、かつ、価格の変
動について僅少なリスクしか負わない短
期的な投資からなっております。 

同左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 これにより、営業利益は352百万円、経常利益は163百

万円、税金等調整前当期純利益は80百万円、それぞれ増

加しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に

記載しております。  

────── 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上

必要な変更を行っております。 

 これにより、期首の利益剰余金が82百万円減少してお

ります。 

 なお、損益に与える影響及びセグメント情報に与える

影響は軽微であります。 

────── 
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,563百万円、165百万

円、1,034百万円であります。  

────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息」は、

前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりました

が、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「支

払利息」は、55百万円であります。  

────── 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 従業員  206 住宅資金借入債務 

保証先 金額（百万円） 内容

 従業員  173 住宅資金借入債務 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を

負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を

負っております。 

みずほファクター㈱      549百万円 みずほファクター㈱       百万円607

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式）      12百万円

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式）       百万円12
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 
※１. 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、

次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 

154百万円 

※１. 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、

次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 

百万円 242

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

給料手当       2,941百万円

賞与引当金繰入額       345百万円

役員賞与引当金繰入額 
貸倒引当金繰入額 

       40百万円

30百万円

給料手当        百万円3,258

賞与引当金繰入額        百万円481

役員賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額  
環境対策引当金繰入額  

        百万円

百万円

百万円

85

52

21

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

   914百万円     百万円761

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具等   0百万円 機械装置及び運搬具等    百万円1

※５．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 

（除却損） 建物及び構築物      12百万円

  機械装置及び運搬具      25百万円

  その他     50百万円

 (売却損） 機械装置及び運搬具等   0百万円

  計       89百万円

（除却損） 建物及び構築物       百万円76

  機械装置及び運搬具       百万円11

  その他      百万円8

 (売却損） 機械装置及び運搬具等    百万円10

  計        百万円106

※６．減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

    当社グループは、減損損失の算定にあたって、継続的に収支を

把握している工場、メンテナンスセンター及び営業支店別に資

産のグルーピングを行っております。また、カスタマーサービ

スセンター及び本社については、独立したキャッシュ・フロー

を生み出さないことから、カスタマーサービスセンターについ

ては営業支店の、本社については工場及び営業支店の共用資産

としております。 

    当連結会計年度においては、千葉工場に一貫生産ラインを新設

し、従前は大平工場で行っていた塗装も千葉工場の一貫生産ラ

インに組み込まれ、今後は生産設備としての使用はしないた

め、減損の兆候として認識しました。また、翌連結会計年度よ

り建物の一部を賃貸する予定ですが、充分なキャッシュ・フロ

ーは見込めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。 

    その内容は、大平工場139百万円（内、建物131百万円、機械及

び装置等7百万円）であります（各資産の金額から直接控除して

おります）。 
    また、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、土地については不動産鑑定評価額又は路線価によ

る相続税評価額、建物については不動産鑑定評価額又は固定資

産税評価額により評価しております。 
   連結子会社であるコロナ・メディカル社ののれんは、今後の事

業計画が想定していた利益水準を見込めないため、未償却残高

586百万円を減損損失として特別損失に計上しました。 

場所 用途 種類

 大平工場      

（千葉県山武市） 

ベッド・病室用家具

等生産設備  

建物及び機械装置

等  

 コロナ・メディカル社 

（フランス共和国ロッシュ

コルボン） 

その他  のれん  

 ６.        ──────   

 ７.        ──────   ※７.連結子会社コロナ・メディカル社におけるリストラクチャリン

グに伴う割増退職金等であります。 
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,533株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  31,682,526 －  －  31,682,526

合計  31,682,526 －  －  31,682,526

自己株式         

普通株式（注）  1,264,541  1,533  －  1,266,074

合計  1,264,541  1,533  －  1,266,074

区分 新株予約権の内訳 
当連結会計年度末残高

（百万円） 
提出会社 
（親会社） 

－  －

連結子会社 
ストック・オプションとして
の新株予約権 

 －

合計  －

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式  456  15 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月５日 
取締役会 

普通株式  456  15 平成20年９月30日 平成20年12月２日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  456 利益剰余金  15 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．当該自己株式については、当社から従持信託へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。ただし、当

社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企業価値向上へのインセンティブ付与を

目的として当社が設定したものであることから、従持信託が所有する自己株式を含む資産及び負債並びに費用

及び収益については当社の連結財務諸表に含めて表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当

社株式を自己株式数に含めて記載しております。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の増加991株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

   ３．普通株式（従持信託所有分）の自己株式の株式数の減少25,700株は従持信託が持株会へ株式を売却したことに

よる減少であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）提出会社の新株予約権は、権利行使期間の初日が到達しておりません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注）１．配当金20円のうち、５円は会社設立60周年記念配当によるものであります。 

   ２．従持信託が所有する当社株式については、連結財務諸表において自己株式として表示していることから、平成

22年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金２百万円を含めずに表示してお

ります。  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  31,682,526 －  －  31,682,526

合計  31,682,526 －  －  31,682,526

自己株式（注）         

普通株式  1,266,074  991  137,000  1,130,065

普通株式(従持信託所有分) －  137,000  25,700  111,300

合計  1,266,074  137,991  162,700  1,241,365

区分 新株予約権の内訳 
当連結会計年度末残高

（百万円） 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
 37

連結子会社 
ストック・オプションとして
の新株予約権 

 －

合計  37

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  456  15 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月５日 
取締役会 

普通株式  456  15 平成21年９月30日 平成21年12月７日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式  608 利益剰余金  20 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在） 

現金及び預金勘定       14,728百万円

有価証券勘定        4,576百万円

計       19,304百万円

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
    △2,077百万円

現金及び現金同等物       17,227百万円

現金及び預金勘定        百万円13,874

有価証券勘定         百万円8,557

計        百万円22,431

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金  
     百万円△27

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
     百万円△7,557

現金及び現金同等物        百万円14,847

２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

 株式の売却によりサンネットワーク中部株式会社が連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びにサンネットワーク中部株式会社の株式の売

却価額と売却による支出は次のとおりであります。 

流動資産      153百万円

固定資産    1,283百万円

流動負債   △271百万円

固定負債 

未実現利益  

 △1,167百万円

△127百万円

株式売却益   140百万円

売却価額    12百万円

現金及び現金同等物   △41百万円

差引：株式売却による支出    △29百万円

２．        ────── 

３. 重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び負債の額は、資産が17億26百万

円、負債が55億78百万円であります。  

３．重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る負債の額は、28億円であります。 
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 １．ファイナンス・リース取引 

(1) 借手側 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

(1) 借手側 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、社内利用向けのサーバー及びパソコン（工

具器具備品等）であります。 

無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

② 賃貸資産に含めて表示しているリース資産の内容  

主として、レンタル事業向けの福祉用具（工具器具備

品等）であります。 

③ リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (２)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

同左 

  

  

  

  

② 賃貸資産に含めて表示しているリース資産の内容  

同左 

  

③ リース資産の減価償却の方法 

同左 

(2) 貸手側 

① リース投資資産の内訳 

 流動資産 

(2) 貸手側 

① リース投資資産の内訳 

 流動資産 

 リース料債権部分  1,606百万円 

 受取利息相当額  △278百万円 

 リース投資資産 1,328百万円 

 リース料債権部分   百万円 1,778

 受取利息相当額   百万円 △330

 リース投資資産 百万円 1,448

 ② リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権

部分の連結決算日後の回収予定額  

 ② リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権

部分の連結決算日後の回収予定額  

流動資産 

  リース債権 

(百万円)  

リース投資資産 

（百万円)  

 １年以内 92      429 

 １年超２年以内 92  408 

 ２年超３年以内 87  324 

 ３年超４年以内 70  237 

 ４年超５年以内 48 135 

 ５年超  15     70 

流動資産 

  リース債権 

(百万円)  

リース投資資産 

（百万円)  

 １年以内  91        543

 １年超２年以内  89    456

 ２年超３年以内  73    368

 ３年超４年以内  60    240

 ４年超５年以内  19  108

 ５年超    11       61

２．オペレーティング・リース取引 

借手側 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

借手側 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

１年内       13百万円 

１年超       8百万円 

合計       21百万円 

１年内 百万円 8

１年超 百万円 9

合計 百万円 17
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 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、自己資金を充当して

おり、銀行等の外部金融機関から資金の借入れは基本的に不要の状況にあります。一時的な余資につきまして

は、主に預金及び有価証券といった安全性の高い金融商品で運用しております。また、デリバティブ取引につ

きましては、投機的な取引は一切行わない方針であります。 

  

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金、リース債権及びリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております

が、同じ外貨建ての買掛金残高の範囲内であります。 

 有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクや投資先の事業リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う外

貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

 リース債務は、主に賃貸資産の購入及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は決算

日後最長７年であります。 

 借入金は、主に「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の導入に伴うものであり、償還日は決算日後

最長４年であります。なお、変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されております。 

  

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権については、与信限度管理規程に基づき、各取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務

状況等を把握しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社は、毎月資金繰り計画を作成・更新するとともに、相当額の手許流動性の維持などにより、流動性リス

クを管理しております。 

  

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２をご

参照ください。） 

  

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資 産 

(1）現金及び預金並びに(2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3) リース債権及びリース投資資産 

 回収可能性を反映した元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値によっております。 

 (4) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格及び取引金融機関から提示された価格によっております。ま

た、一部債券につきましては、償還見込額を新規に同様の債券を取得した場合に想定される利回りで割り

引いた現在価値によっております。保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関

係）注記を参照ください。 

負 債 

(1) 買掛金並びに（2）短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3) 長期借入金並びに（4）リース債務 

 これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値によっております。 

デリバティブ取引 

 該当事項はありません。 

  

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 13,874 13,874 － 

(2）受取手形及び売掛金 12,857 12,857 － 

(3）リース債権及びリース投資

資産 
1,759 2,029 270 

(4) 有価証券及び投資有価証券       

   ① 満期保有目的の債券 700  591  △108 

   ② その他有価証券 16,403 16,403 － 

 資産計 45,595 45,756 161 

(1）買掛金 5,057  5,057 － 

(2）短期借入金 617 617 － 

(3) 長期借入金  248 244 △4 

(4）リース債務 6,715 6,732 16 

 負債計 12,639 12,651 12 

 デリバティブ取引 － － － 
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「資産（４）有価証券及び投資有価証券 ②その他有価証券」には

含めておりません。 

  

３．満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

 連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

区分  連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 122 

  
１年以内

  (百万円）  

１年超
５年以内  

 (百万円） 

５年超 
10年以内 
 (百万円）  

10年超
 (百万円） 

現金及び預金 6,702 － － － 

受取手形及び売掛金 12,857 － － － 

リース債権及びリース投資資

産 
539 1,163 56 － 

有価証券及び投資有価証券         

 満期保有目的の債券  －  －  － 700 

その他有価証券のうち満期

があるもの 
 9,056  2,345  1,075 274 

合計 29,157 3,508 1,131 974 
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前連結会計年度（平成21年３月31日）  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について18百万円、時価のある投資信託について275 

  百万円の減損処理を行っております。これに伴い、「取得原価」には減損処理後の金額を記載しております。 

   ３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（有価証券関係）

  種類 連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価
（百万円） 

差額
（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 300  303 3

(3）その他 －  － －

小計 300  303 3

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 －  － －

(2）社債 700  603 △96

(3）その他 －  － －

小計 700  603 △96

合計 1,000  906 △93

  種類 取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 329  790 461

(2）債券                

① 国債・地方債等 1,499  1,499 0

② 社債 65  66 0

③ その他 －  － －

(3）その他 1,099  1,107 8

小計 2,993  3,464 470

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 13  13 △0

(2）債券                

① 国債・地方債等 －  － －

② 社債 3,031  2,856 △174

③ その他 －  － －

(3）その他 2,830  2,040 △790

小計 5,875  4,909 △965

合計 8,869  8,373 △495

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 2,239  388  5
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について28百万円の減損処理を行っております。 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式  122

投資事業組合出資金  2,451

合同運用金銭信託  1,000

合計 3,574 

  
１年以内 

（百万円） 
１年超５年以内

（百万円） 
５年超10年以内

（百万円） 
10年超

（百万円） 

１．債券                     

(1）国債・地方債等 1,499 －  － －

(2）社債 1,077 1,150  － 1,502

(3）その他 － －  － －

２．その他                     

(1) 投資信託 36 882  447 －

(2) ＣＰ 999 －  － －

(3）合同運用金銭  

  信託 
1,000 －  － －

(4) 投資事業組合 

出資金 
401 354  381 －

合計 5,014 2,387  829 1,502
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当連結会計年度（平成22年３月31日）  

１．満期保有目的の債券 

２．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 122百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困  

  難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

   ３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

  種類 連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価
（百万円） 

差額
（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 －  － －

(3）その他 －  － －

小計 －  － －

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 －  － －

(2）社債 700  591 △108

(3）その他 －  － －

小計 700  591 △108

合計 700  591 △108

  種類 連結貸借対照表計上額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 823  341 481

(2）債券                

① 国債・地方債等 －  － －

② 社債 1,441  1,421 19

③ その他 －  － －

(3）その他 3,962  3,908 53

小計 6,226  5,671 555

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 1  1 △0

(2）債券                

① 国債・地方債等 －  － －

② 社債 2,709  2,827 △118

③ その他 －  － －

(3）その他 7,465  8,142 △676

小計 10,176  10,971 △794

合計 16,403  16,643 △239

種類  
  

売却額

（百万円） 
売却益の合計額

（百万円） 
売却損の合計額

（百万円） 

(1）株式 － － －

(2）債券 605 25 －

(3）その他 448 35 14

合計 1,053 61 14
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）  

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成21年３月31日）  

期末残高がないため、該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

該当事項はありません。  

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(1）取引の内容 
 当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約取
引であります。 

(2）取引に対する取組方針 
 当社のデリバティブ取引は、将来の為替変動リスクを
回避する目的で利用するものであり、投機目的のデリバ
ティブ取引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 
 為替予約取引については外貨建金銭債務の為替変動リ
スクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利用し
ております。 
 なお、デリバティブを利用してヘッジ会計を行ってお
ります。 
① ヘッジ会計の方法 
 原則として繰延ヘッジ処理によっております。な
お、為替予約については振当処理の要件を満たしてい
る場合には振当処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段
とヘッジ対象は下記のとおりであります。 

ヘッジ手段…為替予約 
ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 
 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替変
動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ
ジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに
比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を
評価しております。 

(4）取引に係るリスクの内容
 為替予約取引については、為替相場の変動によるリス
クを有しております。なお、当社のデリバティブ取引の
契約先はいずれも信用度の高い国内の金融機関であるた
め、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと
認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 
 当社が利用しているデリバティブ取引は、社内の規程
に従い決裁権限者の承認を受け財務部で行い、さらに財
務部長が定例取締役会でデリバティブ取引の状況を報告
しております。 
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１．採用している退職給付制度の概要 
 当社は、ポイント制度を導入すると共に、加入者については確定拠出年金制度及び退職金前払制度を、年金受給者

については閉鎖型年金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合がありま

す。 

 なお、当社は東京薬業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針33項の
例外処理を行う制度であり、以下の退職給付債務及び年金資産には含めておらず、同基金への掛金拠出額をもって退

職給付費用としております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

  

(1）制度全体の積立状況に関する事項 

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

前連結会計年度  ％（自平成21年３月1日 至平成21年３月31日） 

当連結会計年度  ％（自平成22年３月1日 至平成22年３月31日） 
  

(3）補足説明 

 未償却過去勤務債務残高53,210百万円及び当年度不足金100,455百万円並びに前年度からの繰越不足金23,950百

万円の合計が、上記(１)の差引額の主な要因であります。なお、平成21年度から適用する財政運営の弾力化措置

「厚生労働省年金局長通知 平成21年8月６日 年発0806第1号」を平成20年度に準用した場合、上記不足金のうち

61,005百万円分については「最低責任準備金調整控除額」として控除されることになります。 

 また、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金率

1.55％、償却残余期間は平成21年３月31日現在で９年10月であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度

（平成21年３月31日） 

年金資産の額 百万円 415,832 百万円 325,177

年金財政計算上の給付債務の額 百万円 497,473 百万円 502,794

差引額 百万円 △81,640 百万円 △177,616

1.1

1.1

     
前連結会計年度

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度

（平成22年３月31日） 

(1） 退職給付債務（百万円） △2,631 △2,888

(2） 年金資産（百万円） 71 59

(3） 未積立退職給付債務 (１＋２)（百万円） △2,559 △2,829

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 91 104

(5) 未認識過去勤務債務（百万円） 738 609

(6) 
連結貸借対照表計上額純額 (３＋４＋５)

（百万円） 
△1,730 △2,115

(7） 前払年金費用（百万円） 2 2

(8) 退職給付引当金 (６－７)（百万円） △1,732 △2,118

    
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1） 勤務費用（百万円） 205 230

(2） 利息費用（百万円） 50 48

(3） 期待運用収益（百万円） － －

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 55 46

(5) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 128 128

(6) 厚生年金基金掛金拠出額（百万円） 199 216

(7)  確定拠出年金掛金（百万円） 100 95

(8） その他（百万円） 10 14

(9) 
退職給付費用 （１＋２＋３＋４＋５＋６＋７＋８）

（百万円） 749 780
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  

    
前連結会計年度

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度

（平成22年３月31日） 

(1） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2） 割引率（％） 2.0 同左 

(3） 期待運用収益率（％）  －    －

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 
（各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理しております。） 

10 同左 

(5) 過去勤務債務の額の処理年数（年） 
（過去勤務債務は、発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り按分した額を発生連結会

計年度から費用処理してお

ります。） 

10 同左 
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

    ２．コロナ・メディカル社のストック・オプションは、平成19年６月の合併により被合併会社のコルボン・ホー

ルディング社から継承したものであり、付与対象者の区分及び人数、ストック・オプション数は合併日にお

ける人数及び数を記載しております。  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

（ストック・オプション等関係）

  
平成18年

ストック・オプション 
  

会社名 コロナ・メディカル社

付与対象者の区分及び人数 取締役１名

株式の種類別のストック・オプション 
数（注1） 

普通株式 516株

付与日 平成18年12月11日

権利確定条件 
付与日（平成18年12月11日）以降、権利
確定日（平成19年12月10日）まで継続し
て勤務していること。 

対象勤務期間 平成18年12月11日～平成19年12月10日

権利行使期間 平成19年12月11日～平成28年12月10日

  
平成18年

ストック・オプション 

権利確定前      （株）      

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後      （株）      

前連結会計年度末  516

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残  516
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②単価情報 

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。 

３．連結会計年度末におけるストック・オプションの本源的価値合計額  0円 

  
平成18年

ストック・オプション 

権利行使価格        （円）  119,250

行使時平均株価       （円） －

付与日における公正な評価単価（円） －
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．ストックオプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  売上原価        百万円 

  販売費及び一般管理費  百万円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

    ２．コロナ・メディカル社のストック・オプションは、平成19年６月の合併により被合併会社のコルボン・ホー

ルディング社から継承したものであり、付与対象者の区分及び人数、ストック・オプション数は合併日にお

ける人数及び数を記載しております。  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

10

27

  
平成18年

ストック・オプション 
平成21年 

ストック・オプション 

会社名 コロナ・メディカル社 提出会社

付与対象者の区分及び人数 取締役１名
当社取締役２名、当社執行役員６
名、当社従業員745名、当社子会社
取締役１名、当社子会社従業員62名

株式の種類別のストック・オプション 
数（注1） 

普通株式 516株 普通株式 349,300株 

付与日 平成18年12月11日 平成21年７月17日 

権利確定条件 
付与日（平成18年12月11日）以降、
権利確定日（平成19年12月10日）ま
で継続して勤務していること。 

付与日（平成21年７月17日）以降、
権利確定日（平成23年７月16日）ま
で継続して勤務していること。 

対象勤務期間 
平成18年12月11日～平成19年12月10
日 

平成21年７月17日～平成23年７月16
日 

権利行使期間 
平成19年12月11日～平成28年12月10
日 

平成23年７月17日～平成26年７月16
日 

  
平成18年

ストック・オプション 
平成21年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）            

前連結会計年度末 － －

付与 －  349,300

失効 －  2,600

権利確定 － －

未確定残 －  346,700

権利確定後      （株）            

前連結会計年度末  516 －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残  516 －
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②単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

（提出会社）  

当連結会計年度において付与された平成21年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりであります。 

  ① 使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 

  ② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．3.5年間（平成18年１月から平成21年７月まで）の株価実績に基づき算定しております。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっております。 

３．平成21年３月期の配当実績によっております。 

４．予想残存期間に対応する分離元本国債の利回りであります。  

  （連結子会社） 

  コロナ・メディカル社において、平成18年12月11日に付与したストック・オプションについては、同社は未公開

企業であるため、公正な評価単価に代え、本源的価値の見積りによっております。 

  ① 使用した評価技法     純資産価額方式 

  ② 付与時点の本源的価値の合計額    －千円  

     算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使価格を下回るため、付与時点の単位当たりの本源的価値はゼロ 

    となり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。  

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。  

  
平成18年

ストック・オプション 
平成21年 

ストック・オプション 

権利行使価格        （円）  121,234  1,396

行使時平均株価       （円） － －

付与日における公正な評価単価（円） －  298

  平成21年ストック・オプション 

 株価変動性（注）１                34％ 

 予想残存期間（注）２                3.5年 

 予想配当（注）３              30円／株 

 無リスク利子率（注）４               0.46％ 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産     

賞与引当金       255百万円

役員退職慰労未払金       205百万円

退職給付引当金       641百万円

貸倒引当金     36百万円

投資有価証券評価損     162百万円

減損損失       367百万円

繰越欠損金       317百万円

その他有価証券評価差額金       223百万円

その他       646百万円

小計      2,853百万円

評価性引当額     △917百万円

繰延税金資産合計      1,936百万円

繰延税金負債     

子会社の留保利益金      △74百万円

子会社時価評価差額     △26百万円

圧縮積立金   △2百万円

繰延税金負債合計     △102百万円

繰延税金資産の純額      1,833百万円

繰延税金資産     

賞与引当金        352百万円

役員退職慰労未払金        204百万円

退職給付引当金        852百万円

貸倒引当金         50百万円

投資有価証券評価損         77百万円

減損損失        310百万円

繰越欠損金        574百万円

その他有価証券評価差額金     120百万円

その他      1,017百万円

小計      3,559百万円

評価性引当額   △1,082百万円

繰延税金資産合計      2,477百万円

繰延税金負債     

子会社の留保利益金      △82百万円

子会社時価評価差額      △26百万円

圧縮積立金       △2百万円

繰延税金負債合計     △111百万円

繰延税金資産の純額      2,366百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整）  

海外子会社との税率差異 △13.4%

交際費等損金不算入額  19.5%

評価性引当額の増減 75.0%

税効果未認識の未実現利益 127.0%

控除税額  △23.4%

子会社の留保利益 23.5%

法人住民税均等割 8.5%

受取配当金等益金不算入額 △2.7%

その他 △1.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  253.2%

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整）  

海外子会社との税率差異 △3.6%

交際費等損金不算入額    2.6%

評価性引当額の増減  3.5%

過年度法人税等   3.3%

その他   0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  46.8%
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成

  22年３月31日） 

ベッド関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン
トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は357百万円であり、その主なもの
   は親会社の管理部門に係る費用であります。 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は21,140百万円であり、親会社での現預金、有

   価証券及び投資有価証券であります。 

 ５．会計方針の変更 
  (棚卸資産の評価に関する会計基準)  

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）①に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

  卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。

  この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 
 ６．会計方針の変更 

  (リース取引に関する会計基準)  

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース 

  取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年
  ３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

  年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。こ

  の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「日本」で347百万円、「ヨーロッパ」で5百

  万円それぞれ増加しております。 
 ７．追加情報 

  (有形固定資産の耐用年数の変更)  

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）①に記載のとおり、平成20年度の法人税法の

  改正を契機として資産の利用状況を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴
  う影響額は全額「日本」に含まれております。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

(百万円)  
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高 
36,453 862 2,505 39,821  － 39,821 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替髙 
334 1,403 52 1,790 (1,790)   －

計 36,788 2,265 2,558 41,611 (1,790)  39,821 

営業費用 34,456 1,931 2,995 39,384 (1,406)  37,977 

営業利益（又は営業損

失） 
2,331 333 (437) 2,227 (384)  1,843 

Ⅱ 資産 55,770 2,941 1,661 60,374 19,515  79,889 
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 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 
     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は471百万円であり、その主なもの

   は親会社の管理部門に係る費用であります。 
 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は24,276百万円であり、親会社での現預金、有

   価証券及び投資有価証券であります。 

  

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

(百万円)  
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高 
      42,635     856      2,106       45,598  －       45,598

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替髙 
   301       1,469   2     1,773 (1,773)   －

計       42,936       2,325      2,108      47,371 (1,773)        45,598

営業費用       37,716       2,027      2,491      42,235 (1,391)        40,844

営業利益（又は営業損

失） 
     5,220     297 (383)     5,135 (381)   4,753 

Ⅱ 資産       58,330       2,990      1,474      62,794       22,791       85,586 
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 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国、マレーシア 

      （2）中東     ： サウジアラビア王国、クウェート国 

     （3）北中米    ： メキシコ合衆国 
      （4）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ブルガリア共和国 

      （5）その他の地域 ： ブラジル連邦共和国、モロッコ王国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国、マレーシア 

      （2）中東     ： サウジアラビア王国、クウェート国 
     （3）北中米    ： アメリカ合衆国 

      （4）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ウズベキスタン共和国 

      （5）その他の地域 ： ブラジル連邦共和国、チュニジア共和国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

 前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

       関連当事者との取引 

     連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

（注）１．当社取締役徳田浩克が議決権の100％を直接保有しております。 

２．コンサルタント契約につきましては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。  

        ３．取引金額には、消費税等が含まれておりません。 

  

【海外売上高】

  アジア   中東 北中米  ヨーロッパ  その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,140  364  216  2,590  82  4,393

Ⅱ 連結売上高（百万円）            39,821

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 2.9  0.9  0.5  6.5  0.2  11.0

  アジア   中東 北中米  ヨーロッパ  その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,103  177  8  2,109  141  3,539

Ⅱ 連結売上高（百万円）            45,598

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 2.4  0.4  0.0  4.6  0.3  7.8

【関連当事者情報】

種類 

会社等
の名称
又は氏
名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(%) 

関連当事者と
の関係 

取引の内
容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

有限会社 

プランニ

ング・ヒ

ロ(注1)  

静岡県 

浜松市 
 3

機械加工技

術コンサル

タント業 

－ 
コンサルタン

ト契約 

コンサル

ティング

料 

(注2) 

 1  －  －
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 当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 関連当事者との取引 

     該当事項はありません。 

     

（注）１株当たり当期純利益金額、１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎は、次のとおりであります。 

 従持信託が所有する当社株式については、連結財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当たり純

資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた当連結会計年度

末の普通株式数及び当連結会計年度の期中平均株式数からは、当該株式を控除しております。  

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

   

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額      2,026.11円 

１株当たり当期純損失金額       15.92円 

１株当たり純資産額       円 2,073.30

１株当たり当期純利益金額        円 72.18

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。  

  

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額         

円 72.04

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）  

（百万円） 
 △484  2,195

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期  

純損失（△）（百万円） 
 △484  2,195

期中平均株式数（株）  30,417,164  30,422,120

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  60,065

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

連結子会社（コロナ・メディカル

社）発行の新株予約権１種類（新

株予約権の数516個）。 

同左 

（企業結合等関係）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 （ストックオプションの付与） 

 当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に

基づき、以下の要領により当社取締役、執行役員及び従

業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、スト

ックオプションとして発行する新株予約権の募集事項の

決定を取締役会に委任することの承認を求める議案を平

成21年６月26日開催の当社第61回定時株主総会にて決議

いたしました。 

(1) 新株予約権の内容 

① 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 351,000株を上限とする。 

② 新株予約権の総数 

3,510個を上限とする。 

③ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

行使価額に各新株予約権の目的である株式の数を

乗じた価額 

④ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の割当決議日の翌日から２年を経過し

た日より３年間。ただし、行使期間の最終日が会

社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日

とする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ  

    る増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 増加する資本金の額 

会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額。ただし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げる。 

② 増加する資本準備金の額 

前記①記載の資本金等増加限度額から前記①に定

める増加する資本金の額を減じた金額。 

(3) 新株予約権の行使の条件 

① 権利行使時において、当社または当社の関係会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあること。た

だし、取締役が任期満了により退任した場合、または

従業員が定年により退職した場合にはこの限りではな

い。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた

場合はこの限りでない。 

② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

③ その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。 

────── 
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 該当事項はありません。 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。 

当連結会計年度における四半期情報 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4) 新株予約権の取得の条件 

① 当社は、新株予約権者が前記(3)による新株予約権

の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議

案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは

株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することがで

きる。 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

────── 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

 短期借入金  736  604  1.3 －  

 １年以内に返済予定の長期借入金  13  12  4.4 －  

 １年以内に返済予定のリース債務  1,339  1,758  3.7 －  

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  30  248  1.3 平成23年～26年 

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  4,238  4,957  3.3 平成23年～29年 

 その他有利子負債  －  －  － －  

合計  6,358  7,581 － － 

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

 長期借入金  10  7  1  229

 リース債務  1,637  1,427  1,081  753

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日 

第２四半期 

自平成21年７月１日 

至平成21年９月30日 

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 10,686 10,922  10,519 13,468 

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円） 
1,085 1,053 988 1,126 

四半期純利益金額      

（百万円） 
661 570 600 363 

１株当たり四半期純利益金

額（円） 
21.73 18.76 19.74 11.95 
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,203 12,061

受取手形 2,626 2,859

売掛金 8,077 ※2  9,533

有価証券 4,576 8,557

商品及び製品 3,072 2,480

仕掛品 176 136

原材料及び貯蔵品 484 432

前渡金 0 7

前払費用 23 25

繰延税金資産 409 625

その他 482 183

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 33,131 36,900

固定資産   

有形固定資産   

建物 22,049 21,981

減価償却累計額 △13,443 △13,820

建物（純額） 8,605 8,161

構築物 1,135 1,180

減価償却累計額 △929 △952

構築物（純額） 205 227

機械及び装置 6,451 5,975

減価償却累計額 △4,765 △4,552

機械及び装置（純額） 1,686 1,423

車両運搬具 132 127

減価償却累計額 △120 △118

車両運搬具（純額） 11 8

工具、器具及び備品 6,103 6,279

減価償却累計額 △5,189 △5,385

工具、器具及び備品（純額） 913 893

土地 8,103 8,103

リース資産 322 302

減価償却累計額 △106 △182

リース資産（純額） 215 120

建設仮勘定 76 127

その他 31 －

減価償却累計額 △19 －

その他（純額） 12 －

有形固定資産合計 19,831 19,065

無形固定資産   

借地権 932 932

ソフトウエア 791 717

その他 25 21

無形固定資産合計 1,748 1,671
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 8,360 8,657

関係会社株式 1,298 1,426

出資金 7 7

関係会社出資金 722 760

関係会社長期貸付金 2,570 3,318

破産更生債権等 0 34

長期前払費用 24 25

保険積立金 1,265 1,291

従業員長期貸付金 － 0

特定包括信託 649 597

繰延税金資産 1,153 1,179

その他 778 947

貸倒引当金 △293 △740

投資その他の資産合計 16,538 17,507

固定資産合計 38,118 38,244

資産合計 71,249 75,144

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,903 4,151

リース債務 96 79

未払金 988 888

未払費用 304 326

未払消費税等 175 218

未払法人税等 557 2,045

前受金 33 30

預り金 164 128

賞与引当金 534 719

役員賞与引当金 40 85

その他 3 4

流動負債合計 6,800 8,678

固定負債   

長期借入金 － 229

リース債務 125 46

退職給付引当金 1,514 1,870

環境対策引当金 － 44

その他 556 555

固定負債合計 2,196 2,745

負債合計 8,996 11,423
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金   

資本準備金 7,276 7,276

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 7,276 7,276

利益剰余金   

利益準備金 557 557

その他利益剰余金   

圧縮積立金 3 3

別途積立金 52,451 51,045

繰越利益剰余金 △757 1,708

利益剰余金合計 52,255 53,315

自己株式 △3,539 △3,380

株主資本合計 62,583 63,802

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △330 △119

評価・換算差額等合計 △330 △119

新株予約権 － 37

純資産合計 62,253 63,721

負債純資産合計 71,249 75,144
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高   

製品売上高 26,179 31,982

商品売上高 5,686 5,834

売上高合計 31,866 37,817

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 1,865 2,826

当期製品製造原価 18,139 17,927

その他売上原価 13 12

合計 20,018 20,765

製品他勘定振替高 ※4  581 ※4  480

製品期末たな卸高 2,826 2,221

製品売上原価 16,610 18,063

商品売上原価   

商品期首たな卸高 115 246

当期商品仕入高 4,389 4,849

合計 4,505 5,096

商品他勘定振替高 ※4  0 ※4  3

商品期末たな卸高 246 259

商品売上原価 4,258 4,833

売上原価合計 ※1, ※3  20,868 ※1, ※3  22,897

売上総利益 10,997 14,920

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  9,581 ※2, ※3  10,450

営業利益 1,415 4,469

営業外収益   

受取利息 75 58

有価証券利息 89 71

受取配当金 115 43

保険金収入 15 40

受取賃貸料 ※5  65 ※5  72

その他 81 68

営業外収益合計 443 356

営業外費用   

支払利息 8 6

為替差損 109 67

賃貸収入原価 19 20

投資事業組合運用損 162 166

匿名組合投資損失 355 54

その他 11 3

営業外費用合計 667 318

経常利益 1,192 4,506

特別利益   

投資有価証券売却益 383 61

固定資産売却益 ※6  0 ※6  0

償却債権取立益 － 0

特別利益合計 383 62
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

投資有価証券売却損 5 14

投資有価証券評価損 322 －

固定資産除売却損 ※7  89 ※7  95

減損損失 ※8  139 －

関係会社株式評価損 ※9  964 －

関係会社貸倒引当金繰入額 ※9  219 ※9  413

たな卸資産評価損 137 －

特別損失合計 1,877 524

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △301 4,044

法人税、住民税及び事業税 597 2,308

法人税等調整額 △140 △345

法人税等合計 456 1,963

当期純利益又は当期純損失（△） △757 2,081
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【製造原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費                                      

１．期首材料たな卸高    357              429            

２．当期材料仕入高    9,847              10,032            

３．期末材料たな卸高    429  9,775  65.3  366  10,096  66.3

Ⅱ 外注加工費                                      

  外注加工費          441  3.0        632  4.2

Ⅲ 労務費                                      

１．賃金    1,472              1,479            

２．その他    1,073  2,545  17.0  1,283  2,762  18.2

Ⅳ 経費                                      

１．減価償却費    1,188              888            

２．その他    1,016  2,205  14.7  827  1,715  11.3

当期総製造費用          14,968  100.0        15,207  100.0

期首仕掛品たな卸高          126              176      

期末仕掛品たな卸高          176              136      

他勘定振替高 ※        51              46      

当期製品社内製造原価          14,867              15,201      

当期製品仕入高          3,271              2,725      

当期製品製造原価          18,139              17,927      

  第61期   第62期 

 （注） 原価計算の方法 予定単価による総合原価計算を採用
しております。 

  同左 

※ 他勘定振替高 工具器具備品   20百万円

その他    30百万円

計    51百万円

  工具器具備品    百万円11

その他     百万円34

計     百万円46
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,591 6,591

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,591 6,591

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,276 7,276

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,276 7,276

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の従持信託への譲渡 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 7,276 7,276

当期変動額   

自己株式の従持信託への譲渡 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 7,276 7,276

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 557 557

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 557 557

その他利益剰余金   

圧縮積立金   

前期末残高 4 3

当期変動額   

圧縮積立金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 3 3

別途積立金   

前期末残高 52,783 52,451

当期変動額   

別途積立金の取崩 △331 △1,406

当期変動額合計 △331 △1,406

当期末残高 52,451 51,045
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 580 △757

当期変動額   

圧縮積立金の取崩 0 0

別途積立金の取崩 331 1,406

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △757 2,081

自己株式の従持信託への譲渡 － △109

当期変動額合計 △1,338 2,466

当期末残高 △757 1,708

利益剰余金合計   

前期末残高 53,925 52,255

当期変動額   

圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △757 2,081

自己株式の従持信託への譲渡 － △109

当期変動額合計 △1,670 1,060

当期末残高 52,255 53,315

自己株式   

前期末残高 △3,537 △3,539

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 382

当期変動額合計 △2 381

当期末残高 △3,539 △3,158

自己株式（従持信託所有分）   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 － △222

当期末残高 － △222

自己株式合計   

前期末残高 △3,537 △3,539

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 382

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 △2 158

当期末残高 △3,539 △3,380
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 64,256 62,583

当期変動額   

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △757 2,081

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 273

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

当期変動額合計 △1,672 1,218

当期末残高 62,583 63,802

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 452 △330

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △782 211

当期変動額合計 △782 211

当期末残高 △330 △119

評価・換算差額等合計   

前期末残高 452 △330

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △782 211

当期変動額合計 △782 211

当期末残高 △330 △119

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 37

当期変動額合計 － 37

当期末残高 － 37

純資産合計   

前期末残高 64,708 62,253

当期変動額   

剰余金の配当 △912 △912

当期純利益又は当期純損失（△） △757 2,081

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の従持信託への譲渡 － 273

自己株式の従持信託の譲受 － △273

自己株式の従持信託からの売却 － 51

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △782 249

当期変動額合計 △2,455 1,468

当期末残高 62,253 63,721
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

（1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

（1）満期保有目的の債券 

同左 

  （2）子会社株式 

移動平均法による原価法 

（2）子会社株式 

同左 

  （3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

（3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

  

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

②時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準及

び評価方法 

 原則として時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

（1）商品及び製品・仕掛品・原材料 

 総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

（1）商品及び製品・仕掛品・原材料 

 総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

  （2）貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

(会計方針の変更) 
 当事業年度より「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第９
号 平成18年７月５日公表分）を適用
しております。 
  これにより、営業利益、経常利益が
154百万円減少し、税引前当期純損失
は、291百万円増加しております。  

（2）貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

４．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法 

（1）有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法 

  主な耐用年数 主な耐用年数 

  建物 ３年～50年

機械及び装置 11年

工具・器具及び

備品 
２年～20年

建物 ３年～50年

機械及び装置 11年

工具・器具及び

備品 
２年～20年
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (追加情報) 
 機械装置については、従来、主な耐
用年数を４～17年としておりました
が、平成20年度の法人税法の改正を契
機として資産の利用状況を見直した結
果、当事業年度より主な耐用年数を11
年に変更いたしました。 
  これにより営業利益、経常利益が55
百万円減少し、税引前当期純損失は、
55百万円増加しております。 

  

  （2）無形固定資産（リース資産を除

く） 

定額法 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

（2）無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

  （3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法 

（3）リース資産 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、振当処理をし

ているものを除き決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

  （2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

  （3）役員賞与引当金  

 役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額に基づき計上し

ております。  

（3）役員賞与引当金  

同左 

  （4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

（4）退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

   過去勤務債務は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分

した額を発生事業年度から費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

  

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。  

  ────── （5）環境対策引当金 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」に

よって処理することが義務付けられて

いるPCB廃棄物の処理に備えるため、

処理費用見込額を計上しております。

７．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場合に

は振当処理を採用しております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおり

であります。 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭債務及

び外貨建予定取引

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  （3）ヘッジ方針 

 当社の社内規程に基づき、ヘッジ対

象に係る為替変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

  （4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にしてへッ

ジ有効性を評価しております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理方

法は税抜方式によっており、控除対象

外消費税等は発生事業年度の費用とし

て処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(リース取引に関する会計基準) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会

計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、損益に与える影響は軽微であります。  

────── 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。  

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。  

保証先 金額（百万円） 内容

従業員  206 住宅資金借入債務

コロナ・メディカル社  454 借入債務 

保証先 金額（百万円） 内容

従業員  173 住宅資金借入債務

コロナ・メディカル社  620 借入債務 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

みずほファクター㈱        549百万円 みずほファクター㈱ 百万円607

 ────── ※２．関係会社項目 

 関係会社に対する資産には区分掲記されたもののほか

次のものがあります。 

  売掛金 百万円1,581
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１. 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。 

154百万円 

※１. 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。 

百万円 242
※２．販売費に属する費用のおおよその割合は63.0％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は37.0％であ
ります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は ％であ
ります。 

60.6
39.4

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

運送費       887百万円

給料手当       2,042百万円

賞与引当金繰入額         288百万円

役員賞与引当金繰入額         40百万円

旅費交通費       479百万円

減価償却費       823百万円

研究開発費         907百万円

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

運送費        百万円963

給料手当        百万円2,208

賞与引当金繰入額 百万円393

役員賞与引当金繰入額 百万円85

環境対策引当金繰入額        百万円21

減価償却費        百万円789

研究開発費 百万円758

貸倒引当金繰入額 百万円42

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
        907百万円 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

         百万円 758

 ※４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

※５．関係会社との取引 

（1）製品売上原価    

  研究開発費   9百万円

  販売促進費    60百万円

  自家消費分振替  165百万円

  製品有償支給   346百万円

  計    581百万円

（2）商品売上原価    

  研究開発費   0百万円

  販売促進費    0百万円

  自家消費分振替   0百万円

  計    0百万円

 ※４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

※５．関係会社との取引 

（1）製品売上原価    

  研究開発費    百万円11

  販売促進費     百万円57

  自家消費分振替   百万円52

  製品有償支給    百万円358

  計     百万円480

（2）商品売上原価    

  販売促進費     百万円0

  自家消費分振替    百万円2

  計     百万円3

    

受取賃貸料 百万円65 受取賃貸料 百万円72

※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品   0百万円 車両運搬具等    百万円0

※７．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※７．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

（除却損） 建物      12百万円

  機械及び装置      25百万円

  車両運搬具   0百万円

  
  

工具器具備品 

ソフトウェア 

     13百万円

36百万円

（売却損） 

  

土地  
車両運搬具 

  0百万円
0百万円

  計       89百万円

（除却損） 建物       百万円75

  構築物       百万円0

  機械及び装置       百万円11

  車両運搬具       百万円0

  工具器具備品       百万円7

   その他       百万円0
（売却損） 車両運搬具   百万円0

  計        百万円95
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※８．減損損失 

    当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

    当社は、減損損失の算定にあたって、継続的に収支

を把握している工場、メンテナンスセンター及び営業

支店別に資産のグルーピングを行っております。ま
た、カスタマーサービスセンター及び本社について

は、独立したキャッシュ・フローを生み出さないこと

から、カスタマーサービスセンターについては営業支

店の、本社については工場及び営業支店の共用資産と
しております。 

場所 用途 種類

 大平工場     

（千葉県山武市） 

ベッド・病室用

家具等生産設備  

建物及び機械装

置等  

────── 

     当事業年度においては、千葉工場に一貫生産ライ

ンを新設し、従前は大平工場で行っていた塗装も千葉

工場の一貫生産ラインに組み込まれ、今後は生産設備
としての使用はしないため、減損の兆候として認識し

ました。また、翌事業年度より建物の一部を賃貸する

予定ですが、充分なキャッシュ・フローは見込めない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しました。 

    その内容は、大平工場139百万円（内、建物131百万

円、機械及び装置等7百万円）であります（各資産の

金額から直接控除しております）。 
    また、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、土地については不動産鑑定評

価額又は路線価による相続税評価額、建物については

不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額により評価し
ております。  

  

※９．「関係会社株式評価損」「関係会社貸倒引当金繰入

額」は連結子会社であるコロナ・メディカル社に係る

ものであります。 

※９「関係会社貸倒引当金繰入額」は連結子会社であるコ

ロナ・メディカル社に係るものであります。 
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,533株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．当該自己株式については、当社から従持信託へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。ただし、当

社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企業価値向上へのインセンティブ付与を目

的として当社が設定したものであることから、従持信託が所有する自己株式を含む資産及び負債並びに費用及び

収益については当社の財務諸表に含めて表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株式を自

己株式数に含めて記載しております。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の増加991株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

   ３．普通株式（従持信託所有分）の自己株式の株式数の減少25,700株は従持信託が持株会へ株式を売却したことに

よる減少であります。  

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

普通株式（注）  1,264,541  1,533  －  1,266,074

合計  1,264,541  1,533  －  1,266,074

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株） 

当事業年度
減少株式数（株） 

当事業年度末
株式数（株） 

普通株式  1,266,074  991  137,000  1,130,065

普通株式（従持信託所有分） －  137,000  25,700  111,300

合計  1,266,074  137,991  162,700  1,241,365

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ① リース資産の内容  ① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、社内利用向けのサーバー及びパソコン（工

具器具備品）であります。 

無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

  

有形固定資産 

主として、社内利用向けのサーバー及びパソコン（工

具器具備品）であります。 

無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

  
２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 
 オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料 

１年内     7百万円
１年超     8百万円

合計      16百万円

１年内 百万円 5
１年超 百万円 2

合計 百万円 8
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前事業年度（平成21年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成22年３月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額 1,426百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。  

  

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産     

賞与引当金       217百万円

役員退職慰労未払金       205百万円

退職給付引当金       615百万円

貸倒引当金       117百万円

関係会社株式評価損        392百万円

投資有価証券評価損       162百万円

減損損失       367百万円

その他有価証券評価差額金      223百万円

その他       346百万円

 小計     2,646百万円

評価性引当額   △1,080百万円

繰延税金資産合計     1,565百万円

繰延税金負債     

圧縮積立金   △2百万円

繰延税金負債合計       △2百万円

繰延税金資産の純額     1,562百万円

繰延税金資産     

賞与引当金 292百万円

役員退職慰労未払金 204百万円

退職給付引当金 760百万円

貸倒引当金 294百万円

関係会社株式評価損  392百万円

投資有価証券評価損 77百万円

減損損失 310百万円

その他有価証券評価差額金      120百万円

その他 506百万円

 小計     2,958百万円

評価性引当額   △1,151百万円

繰延税金資産合計     1,807百万円

繰延税金負債     

圧縮積立金   △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円

繰延税金資産の純額     1,805百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整）  

交際費等損金不算入額  △17.9%

法人住民税均等割 △6.3%

控除税額 22.9%

評価性引当額の増減 △195.1%

受取配当金等益金不算入 2.7%

その他   1.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △151.8%

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

(調整）  

交際費等損金不算入額  2.6%

法人住民税均等割 0.4%

控除税額  △0.4%

評価性引当額の増減 1.9%

受取配当金等益金不算入 △0.1%

過年度法人税等  3.4%

その他   0.0%

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.5%
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 前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３

月31日） 

 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

（注）１株当たり当期純利益金額、１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎は、次のとおりであります。 

 従持信託が所有する当社株式については、財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた当事業年度末の普通

株式数及び当事業年度の期中平均株式数からは、当該株式を控除しております。  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額      2,046.69円 

１株当たり当期純損失金額        24.92円 

１株当たり純資産額       円 2,092.02

１株当たり当期純利益金額         円 68.43

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額         

円 68.29

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）  

（百万円） 
 △757  2,081

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期  

純損失（△）（百万円） 
 △757  2,081

期中平均株式数（株）  30,417,164  30,422,120

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  60,065
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（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 （ストックオプションの付与） 

 当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に

基づき、以下の要領により当社取締役、執行役員及び従

業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、スト

ックオプションとして発行する新株予約権の募集事項の

決定を取締役会に委任することの承認を求める議案を平

成21年６月26日開催の当社第61回定時株主総会にて決議

いたしました。 

(1) 新株予約権の内容 

① 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

当社普通株式 351,000株を上限とする。 

② 新株予約権の総数 

3,510個を上限とする。 

③ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

行使価額に各新株予約権の目的である株式の数を

乗じた価額 

④ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の割当決議日の翌日から２年を経過し

た日より３年間。ただし、行使期間の最終日が会

社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日

とする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ  

    る増加する資本金および資本準備金に関する事項 

① 増加する資本金の額 

会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額。ただし、計算

の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げる。 

② 増加する資本準備金の額 

前記①記載の資本金等増加限度額から前記①に定

める増加する資本金の額を減じた金額。 

(3) 新株予約権の行使の条件 

① 権利行使時において、当社または当社の関係会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあること。た

だし、取締役が任期満了により退任した場合、または

従業員が定年により退職した場合にはこの限りではな

い。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた

場合はこの限りでない。 

② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

③ その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議および取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

────── 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4) 新株予約権の取得の条件 

① 当社は、新株予約権者が前記(3)による新株予約権

の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議

案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは

株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することがで

きる。 

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

────── 
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【株式】 

【債券】 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

㈱日本ケアサプライ  8,000  438

㈱みずほフィナンシャルグループ  757,000  140

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ  236,680  115

㈱トーカイ  46,300  46

全日本空輸㈱  77,039  20

㈱ハーフ・センチュリー・モア  1,000  50

㈱医療福祉総合研究所  500  21

アイテック㈱  20,000  18

アビリティーズ・ケアネット㈱  12,000  8

㈱やさしい手  100  4

その他12銘柄  193,421  70

小計  1,352,040  935

計  1,352,040  935

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

第３回株式会社日興コーディアルグル
ープ無担保社債 

 100  99

ロゼッタリミテッド・期限付劣後 
リパッケージ債 

 300  300

エイフェックスキャピタルピーエルシ
ーシリーズ 71 

 200  200

第６回SBIホールディングス債  200  199

アボットジャパンリミテッド  180  180

Citigroup Funding Inc. ユーロ円建債  500  500

BMW ジャパン・ファイナンス ユーロ円
債 

 200  199

KOOKMIN BANK ユーロ円債   200  199

Barc-5year USD Dow Jones AIG 
Commodity Index Bull Note 

（百万米ドル）  2  183

その他１銘柄   1  0

小計  －  2,063
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【その他】 

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

満期保有
目的の債
券 

ダイワSMBC ♯799FR  300  300

J.P.MORGAN INTL DERIVATIVES LTD 
3.0 FRN 

 200  200

三菱UFJセキュリティーズ インターナ
ショナル 

 200  200

小計  －  700

その他有
価証券 

北陸インターナショナル（ケイマン） 
8-1 

 200  194

L-STARS One Funding Ltd. Class 
N-1 

 33  34

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 
第１回円貨社債（2006） 

 200  201

ノムラバンクインターナショナルピー
エルシーNo.223 

 300  239

トヨタモータークレジットコーポレー
ション 

 200  195

三菱UFJリース株式会社 第６回無担保
社債 

 200  202

ダイワSMBC ♯9021FR  200  197

北陸インターナショナル（ケイマン）
4-1 

 100  98

㈱リコー2011年満期ユーロ円建転換社
債型新株予約権付社債 

 300  297

シルフリミテッド シリーズ549  200  199

SMFG Preferred Capital USD 2 Noted 
2008-Perp. Reg-S  

（百万米ドル）  2  194

その他２銘柄 31  31

小計  －  2,087

計  －  4,850

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

（コマーシャルペーパー） 
  大和証券SMBC CP 

 
 

    
500,000,000

 
 

    
499

 オリックス CP   500,000,000  499

 カリヨン銀行 CP  1,500,000,000  1,498

 Bank of Queensland Limited CP   1,000,000,000  995

 （合同運用金銭信託）            

 Regista 10－01  1,500,000,000  1,500

Regista 10－02   500,000,000  500

スーパーハイウェイ  500,000,000  500

（信託受益権）            

売掛債権信託受益権（住生活グループフ
ァイナンス）  

 200,000,000  199

リース債権信託受益権（NTTファイナン
ス株式会社）  

 300,000,000  300

小計  6,500,000,000  6,493
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    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

（投資信託受益証券） 
MHAM日本株式 分配金受取コース 

 
 

    
98,858,188

 
 

    
46

I バイオ  97,040,715  65

グローバル債券ファンド  376,662,054  292

野村アクア投資Bコース  191,915,660  127

キャピタル世界分散ファンド  200,000,000  149

ダイワブラジル株式オープン 「リオの
風」  

 200,000,000  204

オールウェザーマルチストラテジー 
ファンド 

 20,000  168

ノムラ・KKR・プライベート・エクイテ
ィ・ファンド 

 300,000  266

スターコモディティ ストラテジー  
トラスト 

 20,000  183

ユーロ プライベート エクイティ 
ファンド３ 

 2,000  168

スターボード ディープ バリュー トラ
スト 

 10,000  73

L-JAC３ Trust Beneficiary 
Certificates, Class-A 

 28,005,870  27

ノムラ・ベスト・トレンド・ファンド B
クラス 

 10,000  89

L-JAC８ Trust Beneficiary 
Certificates, Class-A 

 189,976,600  186

ノムラ・マン・CTAセレクト・ファンド 
Aクラス 

 30,000  260

（投資事業組合出資金） 
  TEI１号投資事業有限責任組合 

 
 

    
－

 
 

    
14

  SBIブロードバンドファンド１号    
 投資事業有限責任組合 

 －  387

  SBIバイオ・ライフサイエンス    
 投資事業有限責任組合 

 －  204

 SBIビービー・モバイル 
 投資事業有限責任組合 

 －  861

  NIFSMBC-V2006S１ 
 投資事業有限責任組合 

 －  358

ジャフコ・スーパーV3－B号 
投資事業有限責任組合 

 －  158

アント・ケアビジネス２号投資事業有限
責任組合  

 －  232

SBI・NEOテクノロジーA投資事業有限責
任組合  

 －  227

FE JAPAN CHINA PARTNERS  －  176

Daiwa Quantum Capital Partners I, 
L.P.  

 －  1

小計 1,382,851,087  4,934

計 7,882,851,087  11,427

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145

- 94 -



  

 （注）１．当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

   建    物     千葉工場ゲストハウス「THE K HALL」建設    １億９百万円 

              スマートスリープストア各店舗内装工事       27百万円  

    機械及び装置     千葉工場在宅多品目溶接設備             35百万円 

    工具、器具及び備品  全社テレビ会議システム               30百万円 

２．当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

   建    物     千葉工場社員寮解体撤去             １億23百万円 

              大平工場小規模建物解体            １億３百万円 

   機械及び装置     大平工場塗装設備撤去             ５億44百万円 

  

  

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額等であります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物  22,049 190 257 21,981  13,820  585 8,161

構築物  1,135 51 6 1,180  952  29 227

機械及び装置  6,451 134 609 5,975  4,552  385 1,423

車両運搬具  132 2 7 127  118  4 8

工具、器具及び備品  6,103 381 205 6,279  5,385  393 893

土地  8,103 － － 8,103  －  － 8,103

リース資産  322 0 19 302  182  95 120

建設仮勘定  76 353 302 127  －  － 127

その他  31 1 32 －  －  4 －

有形固定資産計  44,405 1,115 1,442 44,078  25,012  1,499 19,065

無形固定資産              

借地権  932 － － 932  －  － 932

ソフトウエア  1,589 273 289 1,573  856  293 717

その他  32 － 0 31  10  2 21

無形固定資産計  2,554 273 290 2,537  866  296 1,671

長期前払費用  42 6 19 30  5  2 25

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  294  742  0  294  742

賞与引当金  534  719  534  －  719

役員賞与引当金  40  85  40  －  85

環境対策引当金  －  44  －  －  44
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資産の部 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  1

預金の種類   

当座預金  1,031

普通預金  4,458

定期預金  6,570

計  12,060

合計  12,061

相手先 金額（百万円） 

ワタキューセイモア㈱  252

㈱ハートウェル  188

グリーンホスピタルサプライ㈱  176

㈱ムトウ  154

豊田通商㈱  146

その他  1,940

計  2,859

期日別 金額（百万円） 

平成22年４月  850

〃  ５月  878

〃  ６月  874

〃  ７月  216

〃  ８月  39

〃  ９月以降  －

計  2,859
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③ 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

④ 商品及び製品 

相手先 金額（百万円） 

サンネットワーク㈱  1,218

パラテクノ㈱  338

日洋物産㈱  263

山下医科器械㈱  227

㈱栗原医療器械店  225

その他  7,260

計  9,533

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 8,077  38,985  37,530  9,533  79.74  82.67

区分 金額（百万円） 

商品      

マットレス  16

病室用家具  0

医療用器具備品  8

その他  232

小計  259

製品      

ベッド  1,303

マットレス  196

病室用家具  209

医療用器具備品  196

その他  314

小計  2,221

合計  2,480
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⑤ 仕掛品 

⑥ 原材料及び貯蔵品 

  

負債の部 

買掛金 

区分 金額（百万円） 

ベッド  118

マットレス  10

病室用家具  3

医療用器具備品  2

その他  1

合計  136

区分 金額（百万円） 

原材料    

金属材料  94

生地材料  25

キャスター  85

電装品  95

その他  64

小計  366

貯蔵品    

補助材料   10

その他  55

小計  66

合計  432

相手先 金額（百万円） 

㈱ミツバ  961

愛知電機㈱  764

パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱  232

ＪＦＥ商事鋼管管財㈱  183

ブリヂストン化成品㈱  130

その他  1,879

合計  4,151
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 該当事項はありません。 

（３）【その他】
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 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定 

   による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

   以外の権利を有しておりません。 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

(特別口座)  

東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 

(特別口座)  

東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階） 

東京証券代行株式会社 

取次所 ────── 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 公告掲載URL 

 http://www.paramount.co.jp  

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度（第61期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月26日関東財務局長に提出 

（2）内部統制報告書及びその添付書類 

 平成21年６月26日関東財務局長に提出  

（3）四半期報告書及び確認書 

    （第62期第１四半期）（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）平成21年８月11日関東財務局長に提出 

    （第62期第２四半期）（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出 

    （第62期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出 

（4）臨時報告書 

   平成21年６月26日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の付与）の規定に基づく臨時報告書であ 

   ります。     

（5）臨時報告書の訂正報告書 

   平成21年７月21日関東財務局長に提出 

   平成21年６月26日提出の臨時報告書（新株予約権の付与）に係る訂正報告書であります。  

     

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成21年６月26日 

パラマウントベッド株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるパラマウントベッド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラ
マウントベッド株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より「棚卸資
  産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用している。 
 ２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より、
  「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年
  ３月30日改正））及び、「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月
  18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用している。  
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、パラマウントベッド株式会社
の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統
制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない
可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、パラマウントベッド株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し
た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し
て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価
証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成22年６月29日 

パラマウントベッド株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるパラマウントベッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラ
マウントベッド株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  
  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、パラマウントベッド株式会社
の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統
制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない
可能性がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、パラマウントベッド株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し
た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し
て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価
証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成21年６月26日 

パラマウントベッド株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラマウ

ントベッド株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計 

基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成22年６月29日 

パラマウントベッド株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパラマウントベッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラマウ

ントベッド株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2010/06/30 10:02:0309627443_有価証券報告書_20100630100145



  

  

【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 
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 当社代表取締役社長木村恭介は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」といいます）の財務報告に係る内部

統制を整備及び運用する責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の

基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（平成19年２月15

日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には

防止又は発見することができない可能性があります。 

  

  

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われており、

評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

 当社グループにおける連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」と

いいます）及び決算・財務報告プロセスに係る内部統制の評価の範囲は、財務報告の信頼性に及ぼす金額及び質的影

響の重要性の観点から決定いたしました。また、評価対象となる内部統制全体を適切に理解及び分析した上で、関係

者への質問、記録の検証等の手続を実施することにより、内部統制の整備及び運用状況並びにその状況が業務プロセ

スに係る内部統制に及ぼす影響の程度を評価いたしました。 

 業務プロセスに係る内部統制については、全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、各事業拠点の前連結会計年度の

売上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に

達している拠点を重要な事業拠点といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく係

る勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価対象といたしました。さらに、財務報告へ

の影響を勘案し、重要性の大きい業務プロセスについては、個別に評価対象に追加いたしました。当該業務プロセス

の評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点

を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を

行いました。 

  

  

  

 上記の結果、当社代表取締役社長木村恭介は、平成22年３月31日現在における当社グループの財務報告に係る内部

統制は有効であると判断いたしました。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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